
振 興 課 関 係
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1.地域包括ケアシステムの構築と地域ケア会議の推進について

(1)地域包括ケアシステムの実現へ向けて

団塊の世代が75歳以上となる2025年へ向けて、高齢者が尊厳を保ちながら、重度な

要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮 らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、国は、住まい、医療、介護、予防、生活支援が、日常生活の場で

一体的に提供できる地域での体制 (地域包括ケアシステム)づくりを推進 している。

(別紙資料 1-1参 照)
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介護の1専来像 (地域包括ケアシステム)
○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、
重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで
きるようになります。

O人 口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都市部、75歳以上人口の増加は緩やかだが人口
は減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づ
き、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。
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(2)地域ケア会議の推進について

地域包括ケアシステムを構築するためには、①高齢者個人に対する支援の充実と、

②それを支える社会基盤の整備とを同時にすすめる必要があるが、地域ケア会議はこ

れを実F/tするための有効な手段である。

地域ケア会議の具体的な機能としては、

① 多職種が協働して個別ケースの支援内容を検討することによって、高齢者の課
題解決を支援するとともに、介護支援専門員の自立支援に資するケアマネジメン

トの実践力を高める「個別課題解決機能」

② 高齢者の実態把握や課題解決を図るため、地域の関係機関等の相互の連携を高
め地域包括支援ネットワークを構築する「ネットワーク構築機能」

③ 個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地域に共通した課題を浮き
彫りにする「地域課題発見機能」

が主なものとして挙げられ、これらの取組を通じ地域の実情に応じて、

④ インフォーマルサービスや地域の見守リネットワークなど、地域で必要な資源
を開発する「地域づくり。資源開発機能」

⑤ 地域に必要な取組を明らかにし、政策を立案 。提言していく「政策形成機能」
まで、つなげていくことが考えられるところであり、これらの一連の取組を通じ

て、地域包括ケアシステムの構築へ向けた体制を着実に強化していくことが求め

られる。朝」紙資料 1-2～ 3参照)

各都道府県におかれては、管内市町村と連携し、後述する補助事業も活用しながら、

管内市町村における地域ケア会議の普及 。促進に努められたい。

なお、平成 25年 1月 に取りまとめられた「介護支援専門員 (ケアマネジャー)の

資質向上と今後のあり方に関する検討会における議論の中間的な整理」 (以下「中間

的な整理」という。)において、地域ケア会議について「地域の実情に応じた柔軟な

取組を進めるとともに、今後全ての保険者で実施されるよう、国は法制度的な位置付

けも含め、その制度的位置付けについて強化すべきである」旨の意見がなされている。

これについては、今後、対応を検討していくこととしているので、ご承知おき願いた

い。
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「地域ケア会議」の5つの機能

地域課題の検討個別ケースの検討

←実務者レベル
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地域包括

ケアシステムの

実現による

地域住民の
安心口安全と
QOL向上

地域づくり・

資源開発
機能

地域課題

発見機能
個別課題

解決機能

ネットワーク
構築機能

代表者レベル→

■潜在ニーズの顕在化
・サービス資源に関する課題
・ケア提供者の質に関する課題
・利用者、住民等の課題 等
■顕在ニーズ相互の関連づけ

■地域包括支援ネツトワークの構築
■自立支援に資するケアマネジメント
の普及と関係者の共通認識
■住民との情報共有
■課題の優先度の判断
■連携・協働の準備と調整

■需要に見合つたサービスの基盤整備
■事業化、施策化
■介護保険事業計画等への位置づけ
■国・都道府県への提案

■自立支援に資するケアマネジメントの支援
■支援困難事例等に関する相談・助言
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス提供
の最適な手法を蓄積
※参加者の資質向上と関係職種の連携促進
→サービス担当者会議の充実

■有効な課題解決方法の確立と普遍化
■関係機関の役割分担
■社会資源の調整
■新たな資源開発の検討、地域づくり

検討結果が個別支援に
フィードバックされる

日常生活日域ごとに開催

地域の関係者の連携を強化するとともに、
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、
市町村レベルの対策を協議する

町村・地域全体で開催

※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によつて異なる。
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「地域ケア会議」を活用した個別課題解決から地域包括ケアシステム実現までのイメージ

介護支援専門員

保健所・保健センター 医療機関・薬局

間看護ステーション

消防署

蟹卜浩朧 繋
連絡調整

B地域包括支援センター

圏域ごとの地域ケア会議
民間企業等

地域包括支援ネットワーク

市町村レベルの地域ケア会議
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論
闘
羊
ユ
ｌ
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○地域包括支援センター (又は市町村)は、多職種協働による個別ケースのケアマネジメント支援のための実務者 レベルの地域ケア会議を開催
するとともに、必要に応 じて、そこで蓄積された最適な手法や地域課題を関係者と共有するための地域ケア会議を開催する。

○市町村は、地域包括支援センター等で把握された有効な支援方法を普遍化 し、地域課題を解決 していくために、代表者 レベルの地域ケア

会議 を開催する。ここでは、需要に見合つたサービス資源の開発を行うとともに、保健・医療・福祉等の専門機関や住民組織・民間企業

等によるネットワークを連結させて、地域包括ケアの社会基盤整備を行う。

○市町村は、これらを社会資源として介護保険事業計画に位置づけ、PDCAサイクルによって地域包括ケアシステムの実現へとつなげる。

包括ケアシステム

政 策形成

社会基盤整備・介護保険事業計画等の

行政計画への位置づけなど

地域づくリロ資源開発の検討

地域課題の発見口把握

鼻  浩婦真二倉壽 l
民生委員

社会福祉協議会
介護サービス施設 事業者



(3)互助の活用について

地域包括ケアシステム実現に向けた体制づくりに当たつては、それぞれの地域が待

つ社会資源 (人的資源を含む)を最大限活用するとともに、「自助、互助、共助、公

助」の役割分担を踏まえた上で、自助を基本としながら互助、共助、公助を効果的に

組み合わせていく必要がある。

近年、孤立死、孤立化の問題や買い物難民等が社会問題化し、今後、認知症高齢者

の増加、単身・夫婦のみ世帯の増加等、支援を必要とする高齢者は増加する一方、家

庭や地域の力はますます低下することが懸念 されている。

このような中、特に、地域の様々な主体 (ボランティア、NPO、 社会福祉法人、

企業、自治会、老人クラブ等)が、地域の力で高齢者を支えていく互助の取組が重要

となってくる。

また、団塊の世代が退職 していく中で、高齢者が主体的に社会活動 。地域活動に参

加できる枠組みを構築するとともに、元気な高齢者には生活支援の担い手として活躍

していただく地域社会の実現という視点も重要である。

(別紙資料 1-4～ 8参照)
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カ 生活支援の充実に向けた国民的な運動の推進

高齢者の社会参加の推進

元気な高齢者の参加が推進され、生活支援の担い手として活躍する地域社会の実現

生活支援 (見守り日配食日外
出支援・サロン)の充実

○ 高齢者の社会参加活動については60歳以上の高齢者のうち59.2%(平成20年)が1年間に何らかの活動に
参加。10年前と比べると15ポイント以上増加しているがまだ十分ではない。

○ 近年、孤立死、孤立化の問題、買い物難民等の問題が社会問題化。今後、認知症高齢者の増加、単身口夫
婦のみ世帯の増加し、特に都市部で急速な高齢化が予想される中、支援を必要とする高齢者は増加する一
方、家庭や地域の力はますます低下することが懸念される。

高齢者の社会参加活動への参加状況

7091
(複数回答 )
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歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生

活自立度」Π以上の高齢者力増加していく。
「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢
者数の推計 (括弧内は65歳以上人口対比)
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○ 団塊の世代が退職する中で、高齢者の健康寿命の延伸や地域活性化のため、高齢者の社会参加を支援す
る枠組みを検討。

○ 高齢者が主体的に社会活動口地域活動に参加し、自分の人生を豊かにすることが当然であるといった価値
観が国民全体に醸成されるよう国民的な運動を展開。

○ 地域でボランティア、NPO、 社会福祉法人、企業、自治会、老人クラブなど様々な主体が生活支援 (見守り・

配食日外出支援・サロン)に取り組み、地域の力によつて、高齢者を支えることを推進。さらに元気な高齢者は生
活支援の担い手となるように誘導

`

○ 地域で展開される活動のメニューが多様化し、高齢者の多様なニーズに合致。社会参加に対するバリア(イ
メージのバリア、情報のバリアなど)が解消。これにより高齢者の社会参加が促進。

○ 若い世代を含めて高齢期の人生について豊かなイメージを持ち、参加が当たり前の社会となる。

O地 域で現在それぞれ独自に展開している生活支援が拡大。有機的に結びつき、面的な広がりができる中で
地域の高齢者を広範囲に支援できるようになる。その中で元気な高齢者が担い手として活躍。

地域交流拠点 (大牟田市)

小規模多機能型居宅介護事業所と併設

生きがい就労 (柏市 )

元気な高齢者による活動

が拡大。それが当たり前の



例 1:介護予防ボランティアによる介護予防と日常生活支援 (長崎県佐々町 )

○「介護予防ボランテイア養成研修」を受けた65歳以上の高齢者が、①介護予防事業でのボラ
ンティアや、②地域の集会所などでの自主的な介護予防活動、③要支援者の自宅を訪問して行
う掃除ロゴミ出し等の訪間型生活支援サービスを行うことを支援。
○ 平成20年度から実施し、平成24年 12月現在45名が登録・活動中。
○ 平成24年度からは介護保険法改正により導入した介護予防口日常生活支援総合事業で実施。

佐々町の介護予防ボランティア組織図 介護予防・日常生活支援総合事業で実施
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例2:小規模多機能型居宅介護事業所と併設した地域の交流拠点の設置 (大牟田市 )

○ 通いを中心に、訪間や泊まりのサービスを提供する小規模多機能型居宅介護に、介
護予防拠点や地域交流施設の併設を義務付け、健康づくり、閉じこもり防止、世代間交
流などの介護予防事業を行うとともに、地域の集まり場、茶のみ場を提供し、ボランティ
アも含めた地域住民同士の交流拠点となつている。
O平 成24年 3月末現在、小規模多機能型居宅介護事業を行つている24事業所に設置。

介護予賄拠点0地麟交流施設を借設する
‐ 設置～
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_  係に′

蝙口晰趙量士J■2E七注上そこに人と人こを
結ぶコーティネーターが必要である。

11綱構やGHlこ鮮設する地城交流施設に1き ,
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fネ

…

配置し、地域春ぢづ
くιlを推進する。

◆地域交流施設の使い方 ～例～

開設時間:毎週月曜日～金曜日(午前10時～午後4時 )

管理体制:職員1名を配置(※将来は地域住民による自主運営)

利用状況:主に介護予防(健康づ〈り)や趣味活動に利用

囲碁クラブ、脳の健康予防教室、そよかぜ学童、陶芸教室など



例3:介護支援ボランティアポイント(稲城市、横浜市など)

O介 護予防等を目的とした、65歳以上の高齢者が介護施設等でボランティアをした場合
にポイントを付与し、たまったポインHこ応じて、換金等を行うことにより、実質的に介護
保険料の負担を軽減することができる制度 (介護保険の地域支援事業で実施)。

O平 成24年 12月 現在、75の 自治体で実施。
※ 登録者数は、横浜市では6,946人 (同年11月現在 )、 稲城市では516人 (同年10月 現在)等

<実施例 >横浜市介護支援ボランティアポイント制度
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介護老人福祉施設、介護老人

保健施設、地域ケアプラザ、
グループホーム、デイケア等
で、受入を申し出た事業者

ボランティア
(65歳以上の高齢者 )

介護支援ボランティア活動を
し、ポイントを蓄積

実績に応じて

ポイントを付

管理機関 (かながわ福祉サービス振興会)
○ボランティアの受付・登録     ○ポイント管理

⑤ポイントの通知
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例4:高齢者の生きがい就労 (本白市 )

○ 退職した高齢者が、社会とのつながりを保ち、地域で孤立することがないよう、(1)農業、
(2)生活支援、(3)育児、(4)地域の食、(5)福祉の5分野で高齢者の就労の場を創生する。
○ 現在、これらの分野で121名 の高齢者が就労している。

LLP「 柏晨えん」 53名(H2411月 時点 )
柏市農業者有志により結成された有限責任事業組合

建冒後のUR回地内に設置を検討

民間事業者誘数を検討(公募予定 )

【学童+塾】杉浦環境プロジェクト08名
(H249月 時点 )

東京海上日動ベターライフサービスい 14名
(H2410月 時点 )

特
=u養
霞老人ホーム 40名 (H24.11月 時点 )

|■体耕地を利用した

都市型農業事業

f21団地敷地内を利用した
ミニ野菜工場事業

O,建警後リニューアル団地における

屋上農園事業

【子育て支援】学校法人くるみ学園

_  lH24 7月 時点 )
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(4)介護と連携 した在宅医療の体制整備 (医政局関係 )

①地域医療再生基金の積み増しについて

平成24年度補正予算案 (500億円の内数 )

平成25年度からの医療計画には、新たに 「在宅医療にういて達成すべき目標、医

療連携体制」等を盛 り込むこととし、「在宅医療に必要な連携を担 う拠点」などを

含めた連携体制を位置づけていただいている。また、医療計画に基づき、体制を構

築するに当たつて必要となる事業費等に対応するため、地域医療再生基金を積み増

した。

国においても、平成23年度及び24年度に実施 した在宅医療連携拠′点事業で得 られ

た成果については、随時情報提供を行 うこととしてお り、各都道府県におかれては、

これらの知見を参考に、在宅医療・介護提供体制の確保のため、市町村や地域医師

会等の関係者 と連携し、しっかりと取 り組んでいただきたい。

②在宅医療推進事業 (例)について

。地域全体の在宅医療を推進するに当たって、特に重点的に対応が必要な地域にお

いて取 り組みを実施する。

・事業の実施に当たっては、市町村が主体となつて、地域医師会等と連携 しながら

在宅医療の提供体制構築に取り組むことを支援する。

・具体的には、以下のような取り組みを通して、地域の在宅医療・介護関係者の顔

の見える関係の構築と、医療側から介護への連携を働きかける体制作りに取り組

むことが考えられる。

ア 地域の医療 。福祉資源の把握及び活用

イ 会議の開催 (会議への医療関係者の参加の仲介を含む。)

ウ 研修の実施
工 24時 間 365日 の在宅医療 。介護提供体制の構築

オ 地域包括支援センター・ケアマネを対象にした支援の実施

力 効率的な情報共有のための取組 (地域連携パスの作成の取組、

地域の在宅医療・介護関係者の連絡様式・方法の統一など)

キ 地域住民への普及・啓発

詳細についてはおって在宅医療担当部署に対してお知らせする予定であるが、介
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護保険担当部署におかれては、在宅医療担当部署との連携・情報共有に特段の留意

をお願いするとともに、市町村においても適切な対応が図られるよう取り組まれた

い 。

(5)地域包括ケアシステム実現へ向けた情報提供について

地域包括ケアシステムについては、各自治体が地域の特性に応 じて構築 していくこ

とが必要。厚生労働省としては、各地域の取組の現状を把握 して、好事例を情報提供

することが重要だと考えている。

具体的には、管内市町村の取組の状況を把握 した上で、好事例を数例ずつ各都道府

県で取 りまとめ、情報提供いただきたい。

厚労省 としては①地域包括ケアシステム全体の取組が進んでいる自治体、②見守 り、

配食、外出支援など生活支援が進んでいる自治体、③医療 と介護の連携が進んでいる

自治体等いろいろな角度から情報を把握 したいと考えている。具体的には別紙事務連

絡案 (別紙資料 1-9参 照)を予定しているので、ご協力をお願いしたい。
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偶嚇鮨弩料 1-9)

(:等ミ)

事  務
平成 25年

都道府県

各 指定都市 介護保険主管課∈D長 殿
中 核 市

厚生労働省老健局振興課

地域包括ケアシステムの構築に向けた好事例の収集について (依頼)

地域包括ケアシステムについては、各自治体が地域の特性・実情に応じて構築してい

くことが燿 であり、現在、それに向けた取組みが各地域において実践されているとこ

ろです。

このような地域包括ケアシステム実現へ向けた各自治体における取組を、一層推進し

ていくためには、様々な地域特性・実情に応じた取組事例及びノウハウ等を全国で共有

していくことが効果的であると考えます。              
・

今般、全国の自治体の協力を仰ぎ、平成25年度中に先駆的な取組事例を厚生労働省
でとりまとめ、幅広く情報提供していくことを予定しています。

つきましては、業務多忙の折ではあります力ヽ このような趣旨をご理解いただき、下

記のとおり、各自治体における取組に係る関係資料を、O月○日 (5月末頃を予定)ま
でに、ご提出いただくようお願いします。

※提出いただく事例について

地域包括ケア全体カシ ラヽンス良く進んでいる事例、生活支援の取組が進んでいる事例、医療と

介護の連携が進んでいる事例、高齢者の社会参加が進んでいる事例、低所得者向け住まいの取組

が進んでいる事例、都市部の事例、地方の事例、離島の事例等、様々娠事例をご提出いただける

と、多くの自治体の参考となり活用できます。

(2)提出いただく資料について
① 必要事項を認載した別添様式

② 取組の概要 :特徴等を簡潔にまとめた資料 (パワーポイント横置き「 1枚」で作
成 イラストや図、写真を活用するなど見やすいものとなるよう工夫して下さい。

なお、参考例は別途配布予定)

③提出事例における既存の関連資料 (介護保険事業計画の該当部分、実施要綱、パ

絡
日

連
月

記

までの流れ :こついて

【都道府県】

貴管内指定都市、中核市を除く全ての市町村から (2)でお示しする資料を登録してもらい、その中か

ら10例程度をご提出願います。

【指定都市及呻 物制

指定都市及び中核市において、〈2)でお示しする資料を2～ 3例程度作成いただき、ご提出願います。
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ンフレット等)

(3)留意点について
① 都道府県等において独自にまとめた既存の好事例等がある場合は、その関係資

料をあわせて提出して下さい。

② 収集した事例については、精査の上、厚生労働省ホームページなどで幅広く公

表することも検討しておりますのでご留意下さい。

③ 事例の精査については、民間企業等の協力をお願いすることも想定しており、

そこから内容の確認等の連絡をさせていただく可能性があります。
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①自治体名

②人口

③高齢化率
(65歳以上、75歳以上そ

れぞれについて記載)

④取組の概要

⑤取組の特徴

⑥開始年度

⑦取組のこれまで

の経緯

③主な利用者と人

数

⑨実施主体

⑩関連する団体・組

織

①市町村の関与 (支

援等)(※ 1)

⑫国・都道府県の関

与 (支援等)(※ 2)

⑬取組の課題

①取組の今後の展

開

⑮その他

①担当部署及び連

絡先

(都道府県名 )

地域包括ケアシステム構築に向けた取組事例 (様式)

※ 1 市町村から財政的支援が行われている場合には予算額等を含めて記載ください。
※2 国や都道府県から財政的支援が行われている場合には、補助金や交付金等の名称、額等を含めて
記載ください。
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2.地域包括支援センター等の適切な運営について

(1)地域包括ケアシステムの構築に向けた地域包括支援センターの役割と市町村の責任

について

①地域包括支援センターの役割

要介護高齢者等ができるだけ住み慣れた地域で暮 らせるよう、住まい、医療、介

護、予防、生活支援のサービスを一体的に提供する「地域包括ケアシステム」を構

築 していくためには、公的な介護・医療サービスや、住民の自発的な活動等のイン

フォーマルなサービス等を、有機的に連携・連結させた包括的・継続的なサー ビス

提供をコーディネー トする地域包括支援センター (以下 「センター」という。)の役

割は極めて重要であり、特に、今後更にコーディネー ト機能を強化 していく必要が

ある。

また、センターには、自立支援に資するケアマネジメン トを担当地域で確立して

いく役割 (包括的 。継続的ケアマネジメン ト支援事業)力 あ` り、その機能について

も強化していく必要がある。

②市町村の責任
|

市町村は、センターが行 う事業の責任主体であり、その運営について積極的に関

与 しなければならない。改正介護保険法でも新たに包括的支援事業を委託する場合

の方針を示す旨が規定されてお り、その役割については、市町村が運営を委託 して

いる場合であっても事業の責任主体として重要である。

ついては、各市町村に対 して、センター運営協議会などを活用 しながら、センタ

ーが円滑に運営されるよう、環境整備や必要な支援などを市町村 自らの責任におい   |
て行 う必要がある旨、周知、徹底願いたい。

また、センターが十分住民に認知されていないとい う指摘もあることから、広報

紙やパンフレッ ト等による周知や、市町村が設置しているセンターであることにつ   |
いて、住民が十分認識できるような看板等を設置するなど、各市町村による積極的

な周知の実施について、改めて管内市町村に周知、徹底願いたい。

さらに、都道府県においても、市町村を広域的に支援する役割を担 う立場から、
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管内市町村における各センターの運営状況の把握や情報提供などの取組及び支援を

積極的に引き続きお願いしたい。

(2)地域包括支援センターの機能強 4ヒについて

①市町村が包括的支援事業を委託する場合の実施方針

市町村がセンター業務を委託する際の事業の実施方金十の内容等については、介護

保険法第 115条の47第 1項及び地域包括支援センターの設置運営について (平
成18年 10月 18日 課長連名通知)の 3(3)に おいてお示ししているところである。
しかしながら、地域包括支援センター運営状況調査 (別紙資料 2-1)に よると、
センターの運営委託に際し、市区町村からの方針を提示されていないセンターの割

合が約 3害1もある状況となっている。 (平成24年 4月 末現在)

各市町村においては、適切にセンター業務を委託する際の実施方針を提示し法令

等の遵守を徹底するとともに各都道府県におかれては、管内市町村において、当該

手続きに遺漏のないようご留意いただきたい。

②介護予防支援業務について

介護予防支援業務については、地域包括支援センターの包括的 。継続的ケアマネ

ジメント支援の機能を強化するとともに、地域の実情に応じた対応を図る観点から、

居宅介護支援事業所への委託制限 (介護支援専門員 1人 8件まで)を平成24年 4月

に廃止したところであるが、この趣旨を踏まえ、引き続き関係者への周知が図られ

るようお願いしたい。

なお、中間的な整理で、介護予防支援のあり方について「地域包括支援センター

の業務負担を軽減するとともに、適切な介護予防支援が行われるよう、介護予防支

援を担当する介護支援専門員の配置を推進していくような方策を検討すべきである」

とされている。これについては、今後、対応を検討していくこととしているので、

ご承知おき願いたい。
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③予算関連

地域包括ケアシステムの実現に向け、医療、介護の専門家など多職種が協働 して

ケア方針を検討 し、高齢者の自立支援、認知症の人の地域支援などを推進する「地

域ケア会議」の普及・定着を促進するため、平成 25年度予算 (案)では、地域ケア

会議活用推進事業を新たに盛 り込んでいる。偶1紙資料 2-2参 照 )

具体的には、センター又は市町村が開催する「地域ケア会議」に関して、都道府

県及び市町村に対 し、以下の取組にかかる支援を行 うものとしている。

ア 都道府県事業

(ア) 地域ケア会議の運営に対するア ドバイス等を行 う広域支援員の派遣

(イ ) 地域ケア会議において困難事例等ケアマネジャー等から相談されたケー

スについて第二者的視点からア ドバイス等を行 う専門職 (弁護士、理学療法

士・作業療法士、管理栄養士、保健所の医師・保健師等)の派遣

イ 市町村事業

(ア )地域ケア会議立ち上げ支援

(例 )

。地域ケア会議開催に係る参加対象者への周知

・摸擬演習会の開催 等

(イ )地域ケア会議を効果的に実施するために必要な取組

(例 )

。多職種合同研修会の開催

・住民、町内会、民間業者等による孤立化防上のための企画委員会等の開催

。生きがいサロン等の立ち上げ 等

なお、同事業においては地域包括ケアシステムの構築を支援するため、生活 。介

護支援サポーター養成事業及びレスパイ ト等支援事業をメニュー事業として盛 り込

んでいるところである。

平成 25年度における生活 。介護支援サポーター養成事業の実施に当たっては、

基本的には本事業で活用することとし、本事業での活用が困難な場合は、地域支え

合い体制づ くり事業 (介護基盤緊急整備等臨時特例基金)で活用 して差し支えない

ものとするので、了知されたい。
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また、国においては、平成 22年度から平成 24年度にかけて、センター全体を

マネジメン トするセンター長や リーダー的な役割を担 う職員を対象とした地域包括

ケア推進指導者養成研修を実施 してきたところであるが、平成 25年度予算 (案 )

では、センター又は市町村で地域ケア会議の推進役 となるコーディネーターを育成

する事業をはじめ、地域ケア会議の先駆的な取組等の情報共有を行 う全国会議の開

催及び地域ケア会議の活用マニュアルの作成を行い、地域ケア会議の更なる普及促

進を図ることとしている。詳細については、おって知らせする予定である。

(3)地域包括支援センターの体制強化について

センターは、平成 24年 4月 末時点で 4, 328ヶ 所 と全ての保険者において設置

され、ブランチ等出先機関を含めると7, 072ヶ所と、地域に根 ざした運営が行わ

れているところである。朝り紙資料 2-1参 照 )

また、総合相談支援などの包括的支援業務等に要する経費である地域支援事業交付

金については、事業の円滑な実施に必要な予算 (※)を確保することとしているが、

各都道府県におかれては、管内市町村に対 して、必要な財源の確保を図るとともに、

地域の実情に応じた適切なセンターの体制整備に努めるよう周知願いたい。

(※)地域支援事業交付金 :平成 25年度予算 (案):623億円

センターの業務全般を効果的かつ円滑に運営するためには、センターの体制整備を

図るとともに、地域の他の相談支援関係機関等 との密接な連携が必要である。「地域

包括支援センターの安定的な運営の確保並びに地域における相談体制等の整備促進に

ついて (平成 20年 2月 8日 付け事務連絡 )」 も参考に関係機関等 との密接な連携を

図られたい。

なお、発出した事務連絡の内容は、介護保険法をはじめとする関係法令、これまで

に発出した通知、Q&A等の考え方を踏襲 したものである。

【「地域包括支援センターの安定的な運営の確保並びに地域における相談体制等の整

備促進について (平成20年 2月 8日付け事務連絡)」 より抜粋】

3 センターの業務全般を効果的に推進するための在宅介護支援センター等の活用に

ついて
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○ 市町村は、センターの業務全般を効果的に推進するため、センター自らの活動
のみならず、十分な実績のある在宅介護支援センター等 (※)を、住民の利便性

を考慮 して地域の住民から相談を受け付け、集約した上でセンターにつなぐため

の窓口 (ブランチ)や支所 (サブセンター)と して活用させること。

○ 上記のほか、市町村は、包括的支援事業の総合相談支援業務を効果的に推進す
るため、地域の実情に応じて、十分な実績のある在宅介護支援センター等に対し

センターが行う総合相談支援業務の一部である実態把握や初期段階の相談対応業

務を、センターと協力、連携のもとに実施させること。

なお、これらの業務を在宅介護支援センター等が実施した場合は、適切な額を

協力費・委託費等として支出する必要があること。

また、センターは、在宅介護支援センター等が実施した状況を適切に把握する

こと。

※十分な実績のある在宅介護支援センター等

これまで地域で培ってきた24時間又は上、日曜日、祝日における相談や、地

域に積極的に出向いて要援護高齢者等の心身の状況及びその家族の状況等の実態

把握、介護ニーズ等の評価等について十分な実績や経験を有する団体

センターの本来業務を効果的かつ円滑に実施するためには、センターの体制整備を

図るとともに関係機関等との密接な連携が重要である。

各都道府県におかれては、これまで以上に、地域において十分な実績や経験を有す

る在宅介護支援センター等との連携のほか、「生活・介護支援サポーター養成事業」

の研修修了者、「市町村認知症ケア総合推進事業」で配置される認知症地域支援推進

員及び老人クラブなどの地域における多様な支援者との連携を十分に図るよう、管内

市町村に対して周知、徹底願いたい。

また、近年増加している高齢者の消費者被害の防止においては、センター等に高齢

者から消費者被害について相談があつた場合に、その区域を担当する消費生活センタ

ー等と連携することが重要である。

高齢者の権利擁護については、地域支援事業のメニューのひとつとして実施いだだ

いているところではあるが、各都道府県におかれては、管内市町村に対して適切な連
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携や住民等への周知を図られるよう周知願いたい

なお、平成 22年 3月 30日 に閣議決定された

後 5年間に講ずべき具体的施策のひとつとして、

ご留意願いたい。

「消費者基本計画」においても、今

以下の取組が位置づけられてるので

消費者基本計画 【施策番号 106】 (抄 )

地域の高齢者に身近な地域包括支援センターが、消費者被害を未然に防止するた

め、消費生活センター等と定期的な情報交換を行うとともに、民生委員、介護支援

専門員、訪問介護員等に必要な情報提供を行い、消費者被害の防止に取り組みます。

また、矯正施設 (刑務所、拘置所等)入所者の中には、高齢により自立した生活を

送ることが困難であるにもかかわらず、過去に必要とする福祉的支援を受けていない

人が少なくなく、また、親族等の受入先を確保できないまま矯正施設を退所する高齢

者も数多く存在 していることが指摘されている。

このような福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者について、退所後直ちに社会

福祉施設への入所など福祉サービス等につなげるための準備等を行 う「地域生活定着

支援センター」がおおむね各都道府県に設置されている。

これらの者への支援については、地域生活定着支援センターと密接に連携すること

により、継続的な地域生活の支援をお願いしたい。 17Jl紙資料 2-3参 照)

(4)セ ンター等の活動を円滑に実施するための個人情報の取扱いについて

今後、一人暮らし高齢者や高齢夫婦のみ世帯、または認知症高齢者等の増加がます

ます見込まれる中で、こうした方々の地域生活を支援していくためには、介護保険サ

ービスのみならず、配食等の様々な生活支援サービスや地域住民による見守り等を身

近な地域で提供する体制を構築していく必要がある。

支援を要する方に関する個人情報については、地域包括支援センター等が地域のネ

ットワークを活用して情報の共有を図っているところであるが、関係者間での情報共

有が困難であり事業の推進に支障があるという指摘があるところである。

このため、平成 22年 9月 3日 付け事務連絡 (別紙資料2-4参照)において、市
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町村において適切な個人情報保護策を講 じた上で、関係者間での情報共有を推進する

ことをお願いしているところであり、引き続き適切な対応をお願い したい。

また、地域において支援を必要とする者の把握等を行 う場合において、民間事業者

に適用 される個人情報の取扱については、「人の生命、身体又は財産の保護のために

必要がある場合であつて、本人の同意を得ることが困難であるとき」に該当する場合

は、あらかじめ本人の同意を得なくても個人情報の利用・個人データの提供が可能で

あることから、これに留意の上、適切な対応をお願いしたい。 (平成 24年 5月 11

日付厚生労働省社会・援護局地域福祉課長通知 (社援地発05H第 1号))(別紙資料 2

-5参 照)
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(別紙資料2-1)

地域包括支援センターにおける業務実態や機能のあり方に関する調査研究事業

地域包括支援センター運営状況調査 集計結果概要

地域包括支援センターの運営状況について

【平成24年調査 速報版】
―平成25年 1月 28日時点回収調査票を基に集計―

0全国の自治体に対し、平成24年 4月 末日時点の地域包括支援センターの運営状況に関する調査を実施
(調査時点は毎年4月末日時点)

0ブランチ設置数:2,391ヶ所

0サブセンター設置数 :353ヶ所

※ブランチ

※サブセンター

住民の利便性を考菫し、地域の住民から相談を受け付け、集約した上で、地域包括支援センターにつ
なぐための意口のこと。

包括的支援事業の総合相談支援業務等を行う十分な実績のある在宅介饉支援センター等のこと。

H24調査
(H24年 4月末)

H23調査
(H23年 4月末)

H22調査
(H22年 4月末)

H21調査
(H21年 4月末)

H20調査
(H20年 4月末)

H19調査
(H19年 4月末)

H18調査
(H18年 4月末)

センター設置数 4.328箇所 4,224箇所 4,065箇 所 4,056箇 所 3.976箇所 3,831箇 所 3.436箇 所

設置保険者数
1.580保険者 1.585保険者 1589保険者 1,618保険者 1,657保険者 1,640保険者 1,483保険者

1000% 1000% 1000% 100096 1000% 982% 878%

未設置保険者数 0保険者 0保険者 0保険者 0保険者 0保険者 30保険者 207保険者

不明 0保険者 0保険者 0保険者 0保険者 0保険者 0保険者 0保険者
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0セ ンター設置数4,328箇所のうち、

0内 訳は以下の通りとなっている。

(1)地域包括支援センターの運営委託に際し、市区町村からの方針提示の有無

(2)地域包括支援センターの運営について市区町村からの評価の有無

H24調 査
(平 成 24年 4月 末 )

センター数
(箇所 ) 割 合

ア 方針 を提示 され て いる 2.930 67 7%

イ 方針 を提示 され て いない 1,333 30 8%

不 明・ 無 回答 1 5%

合 計 4.328 100 0%

H24調 査
(平 成 24年 4月 末 )

センター数
(箇所 )

割 合

ア 評価 され て いる 2.261 52 2%

イ 評価 され て いない 1,920 44、 4%

不 明・無 回答 3 4%

合 計 4,328 100 0%
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0地域ケア会議の主催者

H24調 査
(平成24年 4月 末 )

センター数
(箇所) 割 合

ア 自治体 (保険者)が主催 している 372 8 6%

イ 地域包括支援センターが主催 している 2,228 51 5q・

ウ 内容により、アとイの両方のケースがある 947 21 9%

工 開催していない 742 17 1%

不明・無回答 39 0 9%

合計 4,328 100 0%
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平成25年度 (案)2.2億円

○全国会議 (先駆的取組み、活用方法の普及 )

○地域ケア会議活用マニュアルの作成・普及

○コーディネーターの育成
市町村の取組方針を関係者に周知
O認知症高齢者等のケアマネジメント支援
O自立支援に資するケアマネジメント支援
〇ケアプランのセカンドオピニオン
○困難事例へのケアマネ支援

広域支援員、専門職の派遣

補助率 110/10(定額 )

(例 )○地域ケア会議開催に係る参加対象者への周知

○模擬演習会の開催 等

②地域包括支援ネットワークの構築、インフォーマルサービスの立ち上げ

(例 )○多職種合同研修会の開催

(医療、介護等の多職種協働の基礎知識の共有、関係強化)

○住民・町内会日配達業者等による孤立化防止企画委員会等

:  ○生きがいサロン等立ち上げ 等
（聖
謙
腑
羊
Ｎ
Ｉ
じ

―
‐
い
０
ト
ー

:※報告書の作成・普及



―
‐
∞
〇
い
ｌ

A県嬌正施設

矯正施設退所者に対する地域生活定着支援

事業費補助

職員体制 :6名

(社会福祉士、精神保健福祉士等)

センター 1ケ所当たり事業費

:2′500万円 (10/10国 庫補助 )

帰住先の例

更生保護施設、アパート等、
福祉施設 (救護施設、特養、※ 対象者選定にあたつては、高齢

か、障害があるか、帰住先がある
か等を基準に判断する。

障害者施設等)など

⑦ 地域生活移行後も、定着のための継続的なフォローアップを実施
(受入施設との調整、福祉サービスの相談支援など)

（ヨ
粛
洲
章
Ｎ
ｌ
ｅ

地域定着支援 (法務省と連携 )

〇 平成2■年度より、高齢又は障害により支援を必要とする矯正施設退所者に対して、保護観察所と協働し退所
後直ちに福祉サービス等につなげる「地域生活定着支援センター」の整備を実施。

○ 平成23年度末に全国47都道府県への整備が完了し、平成24年度からは全国での広域調整が可能に。
○ 地域生活定着センターでは、①入所中から帰住地調整を行うコーディネート業務、②福祉施設等へ入所した
後も継続的に支援するフォローアップ業務、③地域に暮らす矯正施設退所者に対して福祉サービスの利用等
に関する相談支援業務を実施.受入先に帰住
(平成23年度は延べ1041名のコーディネートを実施し、うち500名 が受入先に帰住 )

退所予定者との面会

(福祉ニーズ、帰住予定地の
聞き取り等)

退所予定者が帰住を希望する
都道府県のセンターに調整連絡

・退所予定者との面会
(福祉ニーズ、帰住予定地の
聞き取り等)
・帰住先の調整 (市町村、福祉
施設等への受入要請等 )
・出所時の同行 (福祉事務所、
受入福祉施設等への同行、手
続きの援助等)



(別紙資料 2-4)

事  務  連  絡
平成 22年 9月 3日

各都道府県介護保険主管課 (室)御中

地域包括支援センター等において地域の見守り活動等を構築していく際の支援を

必要とする者に関する個人情報の取扱いについて

厚生労働省老健局振興課長

今後ますます進展する高齢社会において、一人暮らしあるいは高齢夫婦のみの世帯、

または認知症の増加が見込まれる中で、これ らの方々の地域生活を支援していくために

は、介護保険サービスのみならず、地域住民による見守り等の様々な生活支援サービス

が提供される体制を身近な地域で構築していく必要があります。

これまでも各市町村において、地域包括支援センター等を活用して、地域住民による

見守り活動等の支援ネットワークの構築等を推進 しているところですが、支援を要する

方に関する個人情報について、関係者間で情報共有することが困難であり、事業の推進

に支障があるという指摘があります。

個人情報の取扱いについては、「要援護者に係る情報の把握・共有及び安否確認等の

円滑な実施について (平成 19年 8月 10日 、別紙参照)において、災害時等の要援護者
情報の収集・共有方式について、

①自ら希望した者について情報を収集する「手上げ方式」

②要援護者への働きかけにより情報を収集する「同意方式」

③市町村が、個人情報保護条例中の個人情報の目的外利用・提供に関する規定に基づ

いて関係機関で情報共有する「関係機関共有方式」

を例示しているところです。

また、「災害時要援護者の避難支援に関する調査結果報告書」(平成 21年 3月 、内閣
府 (防災担当))においては、個人情報の活用に関する具体的な市町村の取り組み事例
も紹介されています。 (参考 :内 閣府ホームページ (災 害時要援護者対策 )

http:〃、v、vw.bousa go.ip/3oukyutaisaku/vouengosya/index.htnnl)

つきましては、こうした要援護者の情報の収集・共有方式も参考にしつつ、市町村の

実情に合わせ、適切な個人情報保護策を講じた上で、地域包括支援センター等の関係者

において市町村が保有する情報を共有できるようお願いするとともに、地域の見守り活

動を推進 して頂きますようご協力願います。

併せて、各都道府県におかれては管内市町村へ遺漏無きよう周知願います。
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(別  紙 )

O要援護者に係る情報の把握・共有及び安否確認等の円滑な実施について(抄 )
(平成 19年 3月 10日 、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、厚生労働省雇用
均等・児童家庭局育成環境課長、厚生労働省社会・援護局総務課長、厚生労働省社会

・援護局地域福祉課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長、厚生労働

省老健局総務課長通知)

(略 )

2 要援護者情報の共有について
災害時に要援護者の避難支援等を行うためには、日頃から、防災関係部局と連携し

て、要援護者情報を自主防災組織や民生委員児童委員等の関係機関と共有 しておくこ

とが重要であるが、その際、個人情報保護への配慮から以下の点に留意 しつつ、関係

機関との要援護者情報の共有を図られたい。 (中略)

(1)要援護者情報の共有方式について
① 手上げ方式及び同意方式について
要援護者本人の同意を得た上で、個人情報を他の関係機関と共有することは、

個人情報保護法制上の問題は生じないことから、以下の方法により、要援護者に

係る情報を収集し、関係機関との共有イヒを図ることが考えられる。

・要援護者登録制度の創設について広報・周知した後、自ら要援護者名簿等ヘ

の登録を希望した者の情報を収集する方式 (手上げ方式)

・防災関係部局、福祉関係部局等が、要援護者に直接働きかけ、必要な情報を

収集する方式 (同意方式)

なお、手上げ方式については、要援護者本人の自発的な意志にゆだねているた

め、十分に情報収集できないとの指摘があり、また、同意方式についても、対象

者が多いため、効率的かつ迅速な情報収集が困難であるとの指摘がなされている

ことに留意が必要である。

② 関係機関共有方式
一方、要援護者本人から同意を得ない場合であっても、地方公共団体の個人情

報保護条例において、保有個人情報の目的外利用 。第二者提供を可能とする規定

を整備することにより、個人情報を他の関係機関との間で共有することが考えら

れる(関係機関共有方式)。

個人情報保護条例における目的外利用・第二者提供が可能とされる規定例とし

て、以下の例があげられるが、これらの規定に基づく要援護者の情報の共有は可

能とされており、こうした規定に基づく関係機関との要援護者の情報の共有につ

いて、積極的な取組みを行うこと。

・「本人以外の者に保有個人情報を提供することが明らかに本人の利益になる

と認められるとき」
。「保有個人情報を提供することについて個人情報保護審議会の意見を聴いて

特別の理由があると認められるとき」

(以下略)
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(別紙資料 2-5)

地域において支援を必要とする者の把握及び適切な支援のための方策等について (抄 )

(平成 24年 5月 11日社援地発 0511第 1号 厚生労働省社会・援護局地域福祉課長通知)

(略 )

2 個人情報の取扱い
福祉部局との連携に際しては、特にライフライン関係事業者の協力が重要となる

が、個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号。以下「個人情報保護法」

という。)との関係から情報提供に躊躇されているのではないかとの指摘がある。
このようなことから、今般当職より、個人情報保護法を所管する消費者庁 (各事業、

分野については各事業所管省庁が担当)、 電気・ガス事業を所管する資源エネルギー

庁、及び水道事業を所管する健康局水道課等に対して、民間事業者に適用される個人

情報保護法においては、「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合で

あつて、本人の同意を得ることが困難であるとき」に該当する場合は、あらかじめ本

人の同意を得なくても個人情報の利用・個人データの提供が可能とされている (第

16条 〔利用目的による制限〕、第 23条 〔第三者提供の制限〕)点について確認を行
ったところである。

なお、それぞれの事業を所管する省庁の主務大臣は個人情報取扱事業者に対し、個

人情報の取扱いに関する助言等を行うことができることとされている。

ライフライン関係事業者への通知については、別添 2-1～ 別添 2-3の とおり、
水道事業を所管する健康局水道課から、

「福祉部局との十分社連絡・連携体制の構築について」 (平成 24年 5月 9日健水発

0509第 1号健康局水道課長通知)が、
電気・ガス事業を所管する資源エネルギー庁から、

「福祉部局との連携等に係る協力について」 (平成 24年 4月 3日 経済産業

省資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力市場整備課長、ガス市場整備課長及び長

官官房総合政策課企画官 (液化石油ガス産業担当)通知)
が発出され、あらためて個人情報取扱事業者である水道・電気・ガス事業者に対して、

個人情報保護法第 16条 (利用目的による制限)及び第 23条 (第二者提供の制限)は、

「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であつて、本人の同意を得

ることが困難であるとき」に該当する場合はこれらの制限は適用除外となり、あらか

じめ本人の同意を得なくてもよいとされていることに留意すること、また、地方公共

団体である水道事業者に対しては、条例に上記内容と同様の規定がある場合において

それに該当するときは、当該規定を適用するよう助言等がなされたところである。
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なお、自治体が保有 している個人情報の取扱いについては、各自治体が自ら定め

た条例によることとされ、個人情報の保護に関する基本方針 (平成 16年 4月 2日間

議決定,平成 20年 4月 25日一部変更)においては、「いわゆる『過剰反応』が一部

に見られることを踏まえ、地方公共団体においても、法の趣旨にのっとり、条例の

適切な解釈・運用を行うことが求められる。」とされているので合わせて参考とさ

れたい。 (別添 2-3「 個人情報の適切な共有について」平成 24年 4月 26日 付消
費者庁消費者制度課個人情報保護推進室事務連絡参照 )

地方自治体の福祉担当部局におかれては、以上のことを参考とし、事業者や民生委

員等から得られる、地域において支援を必要とする者 (生活に困窮された方)の情報

が着実に必要な支援につながるよう、こうした情報を一元的に受け止め、必要な支援

に結びつける体制を構築されるとともに、事業者と福祉関係部局との連携についても

特段のご配慮をいただくよう改めてお願いする。

また、今後も、事業者と福祉関係部局との連携について、個別具体な事例の運用や解釈

等について判断に苦慮する場合は相談されたい。

(以下略 )

(注)別添については省略している
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3.地域支援事業について

(1)介護予防・日常生活支援総合事業の推進について

平成 24年度から、要支援者 。2次予防事業対象者 (要介護状態等となるおそれの

ある高齢者)を対象に、介護予防及び日常生活支援サービスを、切れ 目無く総合的に

実施できる介護予防・ 日常生活支援総合事業を創設したところである。

本事業は、事業の実施方法及び内容について自治体の裁量を大きく設定し、多様な

マンパワーや社会資源を活用できる仕組みとしているため、自治体の創意工夫による

地域包括クアシステムヘの体制強化が期待される事業である。      
｀

平成 24年度の実施は27保険者であるが、第 5期介護保険事業計画期間中には約   |
200弱の保険者が実施を予定している。
国においても、地域支援事業で必要な予算を確保するとともに、平成 24年度から

実施している自治体の取組について情報提供を行っていく予定であるため、各都道府

県におかれては、導入を検討している自治体において積極的な取組が行われるようご

支援いただきたい。

現在、平成 24年度に実施している27保険者において、その取組状況について調   |
査を行っているところであり、結果についてはおってお知らせする予定である。

(別紙様式 3-1～ 4参照)

(2)会計検査院からの指摘の対応等について

昨年度に引き続き、地域支援事業交付金の執行について会計検査院から下記のよう

な指摘を受けたところである。各都道府県においては、交付申請及び実績報告におけ

る書類審査を厳格に行つていただくとともに、同様の指摘を受けることがないよう管

内保険者に対し、適正な交付が行われるよう更なる周知徹底をお願いする。

(指摘内容の具体例)

①介護予防事業及び任意事業における配食サービスにおいて、

・ 交付金の算定に当たり、本来利用者負担とすべき調理費及び食材料費の実費
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相当額分が含まれてお り、交付金が過大に交付されていた。

。 利用料減免等といった低所得者への配慮を行っている保険者において、当該

低所得者を規定する文書上の根拠 (取扱要綱等の作成が必要)が全く無いまま

減免を行ってお り、交付金が過大に交付されていた。

②包括的支援事業の交付金の算定に当た り、介護報酬で賄われるべき介護予防支援

事業にかかる経費が含まれてお り、交付金が過大に交付されていた。

また、地域支援事業における任意事業については、地域の実情に応 じた柔軟な事業

が実施できるところであるが、平成 25年度においては、実施する事業が他の国庫補

助事業の対象となる場合にあっては、当該他の補助事業を優先することとし、地域支

援事業の対象外 とする予定であるため、ご留意願いたい。

包括的支援事業は、地域包括ケアシステムの構築に向けて極めて重要な事業であり、

前述のとおり市町村が包括的支援事業をセンターに委託する場合は、具体的な実施方

針を示すなどにより、効果的に包括的支援事業を実施することが重要であり、各市町     |

村においては的確に実施願いたい。

なお、当該取組を未実施の市町村に対する地域支援事業交付金のあり方等について     |
検討中であるので申し添える。                             |

-311-



合 事 業 (地域支援事業 )

○ 市町村の選択により、地域支援事業において要支援者・2次予防事業対象者 (要介護状態等となるおそれのある高齢者)向
けの介護予防・日常生活支援に資するサービスを総合的に実施できる事業を創設 (平成24年 4月 ～)

○ 同事業の導入により、多様なマンパワーや社会資源の活用等が図られ、地域の創意工夫を活かした取組の推進が期待さ
れる。
(例)             ´

・ 要支援と自立を行き来するような高齢者には、総合的で切れ日のないサービスを提供
・ 虚弱・ひきこもりなど介護保険利用につながらない高齢者には、円滑にサービスを導入
・ 自立や社会参加意欲の高い人には、社会参加や活動の場を提供

○ 平成24年度では、27保険者 (市町村等)が実施。(第五期介護保険事業計画期間では約200弱の保険者が実施予定 )

―
〓

一
―

二次予防事業対象者

| 力!口者の状能像や青向に応 [〕て、市町村 (地域包括支援センター)がサービスの提供内容を判断  !

― ― ― ― 、

（翌
諮
腑
羊
ω
ｌ
じ

介護予防

ケアマネジメン
ト

介護予防
サービス等

(予防給付 )

市町村・地域包括支援センター

ケアマネジメントを実施

予防サービス

○訪問型
O通所型

′

O栄 養改善を目的とした配
食、自立支援を目的とした

定期的な安否確認口緊急時

※予防給付と同種のサービスは併給不可



事業の取組
梨県北杜市

■インフォーマルな支援を組合せ、地域で支え合う体制のもとに実施

○ 地上或住民が住み慣れた地域で安心して過ごすため医療や介護、介護保険外
サービスを含めた様々なサービスを日常生活の場に用意するきつかけに平成
24年度より実施

〇 利用者の視点に立った柔軟な対応、地域活力の向上に向けた取組、地1或包括
ケアの実現に向けた取組を目指す。

人口 約49′000人
高齢化率 30.1%
(2012年 4月 1日現在)

〆

―

〓

∞
―

0運営 (8か所 )
NPO、 社協、地区組織、JA、 介護事業所

○内容
交流、会話、趣味、事業所の特性を生か

した活動 (週 1～ 2回 )
0スタッフは1～2名。他はボランティア。
Oケアマネジメント
北杜市地域包括支援センターが実施

0地域の人が誰でも気軽に立ち寄れる場所

○ 内容
日配食+安否確認 (緊急連絡を含む)
口弁当業者等が配食の際、利用者に声かけ
口異常があった時の連絡義務づけ
・弁当業者、ボランティア、NPO等が連携
(5か所の事業者が参入 )

（聖
甫
腑
章
ω
ｌ
じ

※地域支え合い体制づくり事業で整備



介護予防・日常生活支 事業の取組
山県 ,

援総合
国市

■高齢者支え合いサポーターが活躍する生活支援サービスを創設

地域支え含い体制づ<り事業を活用し「高齢者支え合いサポーター」を養成。
第5期介護保険事業計画に「総含事業」を位置づけ、支え含いのまちづ<りを目指す。

〆

O予防サービス
(通所型 )
・運動器の機能向上教室
口運動教室、お元気教室、なかよし会

(訪問型 )
・保健師、看護師による訪問

0生活支援サービス
ロ高齢者給食サービス

浅□市高齢者支え合いサポーター事業の流れ

管 理 機 関

ま口

…
崚

利 用 者
壼 U目 ・ コ 田 ■ 尾

『

L蜂 諄

(― ・

―

―
〓

一
―

Oスタンフ付与・4-―

（ヨ
謙
腑
華
ω
ｌ
ｅ

⑤サービス薔□。モニタリング

鮎 鮫

…

刺



防・日常生活支援総合事業の取組

■地域の資源を有効活用した生活支援サービスの提供

○村直営の自立生活支援センター (地上或包括支援センター)が、シルバー人材センターや社会福
祉協議会と協働し、見守り 。配食サービスなどの生活支援サービスを提供
地域住民やボランティアなど、地域の人的資源を活用した孤立イヒ防止の取組を実施
このような地1或の力をよリー層活用するため、介護予防 。日常生活支援総合事業を導入

人口  6′822人
高齢化率 30.2%
(2012年 12月 1日現在 )

村タトの主治医
との連携

〆

住民ボランティアによる

「安心コール」

社会福祉協議会

―
営

一
―

定期的な

安否確認

（ヨ
謙
腑
羊
ω
卜
じ

サービス提供事業所

との連携

社会福祉協議会による
「こんにちは訪Fo5」

シルノヾ一人材センター運営の

通いの場「おたつしゃかい」
(村内4会場 )

事業者と

ボランティアによる

配食サービス

介護
住まい (冬季の山間部の対策を検討中)



4■ 介護職員の養成研修等について

(1)介護員養成研修の見直し

介護員養成研修課程 (以 下 「ホームヘルパー研修」 とい う。)について

は、 「今後の介護人材養成の在 り方 に関す る検討会報告書 (平成 23年 1

月 20日 )」 での提言 を踏まえ、キャ リアパスを簡素でわか りやす い もの

とす るため、現行のホームヘルパー研修 を簡素化 し、在宅・施設 を問わな

い介護職 の入 口として 「介護職員初任者研修」 を創設 した。各都道府県に

おいては、平成 25年 4月 か らの施行 に向けて介護職員初任者研修 に係 る

要綱作成 や研 修 実施事業者 の指 定等 の事務 につ いて進 めていただいてい

るが、4月 か らの速や かな実施に向けて遺漏なきよ うご留意願 いたい。 (別

紙資料 4-1)

(2)介 護職 員初任者研修施行 :こ あた つての留意点

介護職員初任者研修 の施行にあた り、従前 のホームヘルパー研修 は平成

25年 3月 に廃止 され ることとなるが、当該施行前に従前のホームヘルパー

研修 を修 了 してい る者 については、介護職員初任者研修修 了者 とみな し、

また、施行 の際、従前のホー ムヘ ルパー研修 を受講 中の者 で、施行後 に当

該研修 を修 了 した者 についても、介護職員初任者研修修 了者 とみな し、訪

問介護 の業務 に従事す ることが可能であ るので、管内市町村 、介護サー ビ

ス事業所 、介護員養成研修事業者や地域住 民な どに対 して広 く周知願いた

い 。

また、訪問介護員の具体的範囲については、「介護員養成研修の取扱細

則について (介護職員初任者研修関係 )」 (平成 24年 3月 28日 老振発 0328

第 9号厚生労働省老健局振興課長通知)に おいて示 しているが、社会福祉

士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律 (平成 19年法律第 125号 )

により、実務経験 3年以上を有する者に係る介護福祉士国家試験の受験資

格 として、新たに 6月 以上介護福祉士として必要な知識及び技能を修得す
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ること (実務者研修 の修 了)が必要 となつた。 この研修 は、平成 24年度

か ら実施 され てお り、当該研修で履修す る科 目が介護職員初任者研修 にお

いて履修す る科 目を包含 してい ることか ら、当該課長通知 を改正 し、実務

者研修修 了者 を訪問介護員の具体的範囲に含 めることとしたので、ご了知

いただ きたい。 (別 紙資料 4-2)

(3)研 修受講時等における本人確認の実施につ いて

介護員養成研修の研修受講者 に係 る本人確認 については、平成 24年 7

月 31日 付 け事務連絡 「訪問介護員養成研修 等 の受講時等 における本人確

認につ いて (依頼 )」 において、各都道府県 に協力をお願 い している。 (別

紙資料 4-3)

この趣 旨については当該事務連絡でも記載 しているとお り、研修受講者

、が本人 であるか どうか を公的 な証明書によ り確認するものである。このた

め、現住所 と公的な証 明書の住所 が異なってい る場合であつて も、本人で

あるか どうかの確認 ができれば差 し支えない こと、また、本人確認 の実施

にあた つては、研修受講者等の様 々な事情 に も配慮 し、過度の負担 をかけ

ない よ うにす るこ と、家庭 内暴力の被害者等 の方々にも配慮す るこ と等に

ついて、 ご留意願 いたい。

なお 、研修受講者 の本人確認 については、介護員養成研修以外 にも、福

祉用具専 門相談員 指 定講習や介護 支援専 門員 の登録 の際に も同様 に実施

いただ くよ うご協力願 いたい。

(4)介 護 人材の確保等 について

緊急雇 用創 出事 業 を活用 した介護職員等 を研修等 に派遣す る場合 に必

要 な代替職員 を雇 用す る事業については、 「重点分野雇用創 出事業 の拡充

等 について」 (平 成 24年 11月 30日 職地発 1130第 1号 )でお知 らせ して

い る とお り、重点分野雇用 ell出 事業の実施期 間が平成 25年度末 まで延長

され てい るので、地域 の実情 に応 じて積極的 に活用 し、介護人材 の確保・
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定着 に努 め られ たい。

また、緊急雇用創 出事業臨時特例交付金に基づ く基金事業 (住 まい対策

拡充等支援事業分 )を用 いて、福祉・介護人材確保 緊急支援事業 を実施 し

てお り、福祉・介護 人材 の参入促進や潜在的有資格者等の再就業促進の取

組 等 を都道府 県等が実施す る際に活用で きる。 これ について も、積極的に

活用いただきたい。

なお、上記以外 に も、介護人材の確保等のために様 々な取組 を行 つてい

るので、管内の市町村や介護サー ビス事業所に対 して広 く周知願 いたい。

(別紙資料 4-4)
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今後の介護人材のキャリアバスを簡素でわかりやすいものにするとともに、介護の世界で生涯働き
続けることができるという展望を持てるようにする閉要がある
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介護職員養成研修移行スケジュ〒ル
>1級研修及び介護職員基礎研修は24年度末をもって実務者研修ヘー本化。(ただし、平成25年度未修了者への対応のため
の経過措置を設定)
>2級研修は、24年度末を以て介護職員初任者研修へ移行 (ただし、平成25年度未修了者への対応のための経過措置を設
定)
>3級研修は、24年度末を以て廃止 (介護報酬上の評価は、平成21年度末を以て既に廃止済み)

23年

―
‐
∞
∞
〇
―

<230時間>

介護職員基礎研修

<500時間>

<450時間>

く130時間>

<130時間>

じ
●̈ ●●●●

"●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●̈ ●●●●●●●●●●●●●jt

_■ ___勁 け 碧 鰤 幡 Ш 亀

<50時間>



(別紙資料4-2)

老振発 0214第 2号
平成 25年 2月 14日

各 都道府県介護保険主管部 (局)長 殿

厚生労働省老健局振興課長

「介護員養成研修の取扱細則について (介護職員初任者研修関係 )」 の

一部改正について

今般、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律 (平成 19年法律第 125     1
号)第 3条の規定により、介護福祉士試験の受験要件として 6月 以上介護福祉士として必     |

1  要な知識及び技能を修得することが位置付けられ、平成 24年度からこのための研修 (以
下「実務者研修」という。)が実施されていることに伴い、別添新 1日対照表のとおり「介     |
護員養成研修の取扱細則について (介護職員初任者研修関係)」 (平成 24年 3月 28日
老振発 0328第 9号)を一部改正することとしたので、御了知の上、管内市町村、関係
団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにされたい。
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(別添)

O「介護員養成研修の取扱細則1こついて (介護職員初任者研修関係)」 (平成24年 3月 28日老振発0328第 9号厚生労働省老健局振興課長通知)
新旧対照表

(傍線の部分は改正部分)

―
”
い
い
―

改正後 改正前

6.訪問介護員の具体的範囲 (政令第3条関係)、 経過措置規定 (附則第
2条関係)
(1)～ (3) (略 )
(4)実務竜研修を修Fしている者については、当該研修における履修
科目が、介護職員初任者研修課程において履惨すがき科日盤 す
ると認められることから、各都道府県の判断により奎介護瞳員初任
者研修課程の全科目を免除することができるものとする,
(5)「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるも
の」(平成18年 9月 29日厚生労働省告示第538号)第 2号から
第15号までに掲げる研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受
けた者であって、当該研修において履修した科目が介護職員初任者
研修課程において履修すべき科日と同等と認められるものについて
は、各都道府県の判断により、介護職員初任者研修課程のうち当該
同等と認められる科目を免除することができるものとする。
(6)前記 (2)から (5)までの他、都道府県、市町村又は公的団体
の実施する在宅介護サービスに係る研修を受講した者が介護職員初
任者研修を受講しようとする場合であつて、当該研修において履修
した科目が介護職員初任者研修課程において履修すべき科日と同等
と認められるものについては、各都道府県の判断により、研修課程
の一部を免除することができるものとする。

(略)～ 5 1～ 5 (略)

訪間介議員の具体的範囲 (政令第3条関係)、 経過措置規定 (附則第
2条関係)
(1)～ (3) (略 )

(4)「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるも
のJ(平成 18年 9月 29日厚生労働省告示第538号)第 2号から
第15号までに掲げる研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受
けた者であつて、当該研修において履修した科目が介護職員初任者
研修課程において履修すべき科目と同等と認められるものについて

は、各都道府県の判断により、介護職員初任者研修課程のうち当該

同等と認められる科目を免除することができるものとする。
(5)前記 (2)から (4)までの他、都道府県、市町村又は公的団体
の実施する在宅介護サービスに係る研修を受講した者が介護職員初
任者研修を受講しようとする場合であって、当該研修において履修
した科目が介護職員初任者研修課程において履修すべき科日と同等
と認められるものについては、各都道府県の判断により、研修課程
の一部を免除することができるものとする。

6.



１
‐
ω
Ｎ
ω
‐‐

(7)看護師等の資格を有する者等について、介護職員初任者研修の課
程の全科目を免除する場合には、当該看護師等の資格を有する者等
が訪問介護に従事する際の証明書として、施行規則第22条の25
に定める様式第11号に準じた修了証明書を事前に発行することが
望ましいが、当面の間は、各都道府県の判断により、看護師等の免
許証をもって代える取扱いとしても差し支えない。ただし、この場
合においても、都道府県知事が行う研修を修了した者とみなすこと
等により、できる限り早期に修了証明書を発行するよう努めるもの
とする。
(8)塞務者研修を修了している者について、介護職員初任者研修の課
狸の全科目を免除する場合には、当該研修を修了している者が訪問
介護に従事する際の証明書として、施行規則第22条の25に定め
る様式第11号に準じた修了証明書を事前に発行することが望まし
いが、当亘の間は、各都道府県の判断I二より、実務者研修修了証明
書をもって代える取扱いとしても差し支えない。ただし、この経含
においても、都道府県知事が行う研修を修了した者と参生すこと等
により、できる限り早期に修了証明書を発行するよう努めるものと
する。

フ～15(略 )

(6)看護師等の資格を有する者等について、介護職員初任者研修の課
程の全科目を免除する場合には、当該看護師等の資格を有する者等
が訪間介護に従事する際の証明書として、施行規則第22条の25
に定める様式第11号に準じた修了証明書を事前に発行することが
望ましいが、当面の間は、各都道府県の判断により、看護師等の免
許証をもつて代える取扱いとしても差し支えない。ただし、この場
合においても、都道府県知事が行う研修を修了した者とみなすこと
等により、できる限り早期に修了証明書を発行するよう努める

‐
もの

とする。

7～ 15 (略)



(別紙資料 4-3)

事  務  連  絡
平成24年フ月31日

各都道府県介護保険主管課 (室)御 中

厚生労働省老健局振興課

訪間介護員養成研修等の受講時等における本人確認について (依頼)

介護保険行政の推進につきましては、日頃よりご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

今般、神奈川県から訪問介護員養成研修の受講時における本人確認について提案があっ

たことから、下記を参考にしつつ地域の実情に応じた対応について、都道府県の協力をお

願いします。

なお、本事務連絡は、全国統一的な基準を示す趣旨ではありませんが、各都道府県が本

人確認方法等を決定する際の参考としてお示しするものです。

記

1 本人確認について
以下の研修等を対象とします。

・介護職員基礎研修課程、訪間介護に関する一級 ロニ級 。三級課程

・介護職員初任者研修課程 (平成25年 4月 1日 以降)
・福祉用具専門相談員指定講習課程

・介護支援専門員

※確認の時期については、介護職員基礎研修課程、訪問介護に関する一級・二級・三

級課程、介護職員初任者研修課程及び福祉用具専門相談員指定講習課程については

受講申込受付時または初回の講義時に行い、介護支援専門員については登録申請受

付時に行うことが考えられます。

2.本人確認の方法について
・戸籍謄本、戸籍抄本若しくは住民票の提出

・住民基本台帳カードの提示

・在留カード等の提示

・健康保険証の提示
口運転免許証の提示

・パスポートの提示
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・年金手帳の提示

・国家資格等を有する者については、免許証または登録証の提示
。その他、都道府県が適当と認める方法

※都道府県の判断により、上記証明書の提示を受けた際に、その控えをとることも考

えられます。

3.本人確認の際の留意点
(1)当該事務連絡は、研修の受講申込等を行つた者が本人であるかどうか等を公的証明

書により確認する趣旨であるため、受講申込書等に記載された現住所と本人確認書類

の住所が同一であることまで求めるものではありません。

(2)本人確認方法については、研修等の種類によって異なる取扱いとしても差し支えな
いため、都道府県において適切に判断をお願いします。

(3)本人確認を行う際には、研修受講者等に過度の負担をかけないよう留意するととも
に、家庭内暴力の被害者等の方々にも配慮をお願いします。

(4)本人確認の実施は、準備が整つた都道府県から順次実施していただき、平成25年
4月 1日までにIよ実施できるようお願いします。
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介護人材確保等のための主な対策

0 福祉・介護人材の参入促進 (別添 1)
⇒相談員による中高生やその保護者、進路指導担当教員等を対象にした進路相談等の活動経費や職場体験やセミナー開催等。

O 潜在的有資格者等の再就業促進 (別添 1)
⇒子育て等のため離職した潜在的有資格者が知識や技術を再確認するための研修や他分野からの離醐者の福祉・介護分野への就業支援のための珊場体験等

0 福祉 口介護人材マッチング機能強化 (別添 1)
⇒都道府県福祉人材センターに配置した専門員が、求人事業所と求職者間双方のニーズを的確に把握し、以て円滑な人材参入・定着を支援。

O 介護福祉士等修学資金貸付事業 (別添 2)
→介護福祉士。社会福祉士賛成施設の入学者に対し、修学資金の貸付けを行う。平成24年度からは、貸付対象者に実務者研修の受講者を追加。
生活保護受給世帯の者が高等学校卒業後などに介護福祉士等養成施設に就学する場合、在学中の生活費の一音βに相当する額を上乗せ。

O 介護福祉士養成のための離職者訓練 (別添 3)
⇒介護福祉上の資格取得を目的とした臓業訓練を、民間教育訓練機関等への委託により実施。

―
∞
い
０
‐―

育成による介護職員の資2人材育成による介護職員の資質の向上
○ キャリアパスの形成 (介護職員初任者研修の創設、認定介護福祉士の仕組みの検討 )

○ キャリア形成促進助成金 (別添 4)
⇒事業主が雇用する労働者に対し、年間臓業能力開発計画に基づき職業訓練の実施などを行った場合に、訓練経費や訓練中の賃金等を助成。

O 介護福祉士試験の実務者研修に係る代替要員の確保 (別添 1)
→介護従事者が介護福祉士試験の受験資格の要件となる「実務者研修」を受講する際に必要な代替要員を確保し、その者が実務者研修受講中における施
設のサービスの質を維持するとともに、その者の介護臓としてのキャリアアップ・スキルアップを支援。

の改善と魅力ある職場づ〈り

O 介護報酬における介護職員処遇改善加算の創設

O 中小企業労働環境向上助成金 (別添 5)
⇒介護従事者の雇用管理改善につなげるため、介護福祉機器の導入等を行った場合に、助成金を支給。



福祉・介護人材確保緊急支援事業

(別添 1

○ 福祉・介護分野については、介護職員が、2012年度149万人に対して2015年度までに165～ 173万人必要とされており、引き続き安定
的な人材確保が喫緊の課題。
Oよ つて、緊急雇用創出事業臨時特例交付金に基づく基金事業において、当該事業を実施するとともに、所要額の積み増しを行い、福祉・介護
人材確保の一層の推進を図るものである。

―
―
∞
い
一
―



―

∞
Ｎ
∞

―

(別 添 2)

介護福祉士等修学資金貸付制度について

次のいずれにも該当する場合には、返還免除となる。
① 養成施設等の卒業の日から1年 (社会福祉士国家試験に不合格となった場合等には3年)以内に、
② 原則として、貸付を受けた都道府県の区域内において
③ 受験資格の対象となる介護又は相談援助の業務に従事し、
④ 以後5年間当該業務に従事すること

※ 生活費加算の貸付対象は、生活保護世帯などの子どもが高校卒業後などに介護福祉士・社会福祉士養成施設に進学する場合。



公共職業訓練 (離職者訓練)の推進
(男1カ尽3)

―
‐
∞
い
０
‐
―

※委託訓練計画数の内数

※委託訓練計画数の内数

離職を余儀なくされた非正規労働者等に対応するため、介護福祉士及び保育士の資格取得を目的とした
職業訓練を、民間教育訓練機関等への委託により実施

平成25年度訓練計画数13,400人 (介護福祉±2,900人、保育±500人 )



キヤリア形成促進助成金の見直し(平成25年度)(案 )
(別添4)

若年労働者のキャリア支援、成長分野での人材育成といった政策課題に的確に対応するため、これらの政策課題に対応した訓練への助成に重
点イヒする等の見直しを図る。

―
‐
い
い
０
１

隠

■般職業訓練 (正規雇用の労働者)
●         (助 成率:中小1/3)

自発的職業能力開発
(助成率 :中小 1/2等 )

→

―
『廃止』(ただし、政策課題対応型または―般型で対応)

応型》 (中小企業のみ助成)

① 若年人材育成コース  (採用後5年以内かつ35歳未満の若年労働者への訓練)
② 成長分野等人材育成コース (健康、環境等の重点分野での人材育成のための副1練 )
③ グローバル人材育成コース (海外関連業務に対する人材育成のための訓練)
④ 熟練技能育成,承継コース (熟練技能者の指導力強化又は技能承継のための訓練)
⑤ 認定実習併用職業訓練コース (厚生労働大臣の認定を受けた0」T付き訓練)
⑥ 自発的職業能力開発ヨース (労働者の自発的な能力開発に係る支援)

《一般型 (政策課題対応型以外)》 (中小企業のみ助成)

賃金助成 経費助成

政策課題対応型 800円 /h 助成率1/2

=般型 400R/h 助成率1/3

※ 経費助成の1人 1コ =スの支給限度額は5～ 20万円。
1           このほか、認定実習併用職勤 1練にO」T実施助成(600円 /h)がある。

※ 1自発的職業能力開発の制度導入奨励金(15万円)等は廃止。



(月1)恭5)

成長分野等の中小企業事業主は、雇用倉1出の中核的な担い手となることが期待される一方、採用意欲
がありながら人材が確保できない等の雇用管理上の問題を抱えている。
雇用管理制度の導入等への助成を行うことにより、労働者の労働環境を向上させ、もって中小企業の
魅力的な雇用創出を図る。(平成25年度新規)

―

〓

】
―

事 業 の 概 要

成長分野等の中小企業が、雇用管理責任者を選任し、雇用管理改善につながる以下の事項について、
就業規則口労働協約を変更することにより制度を新たに導入、又は介護福祉機器の導入を行つた場合に、
助成金を支給する。

① 評価・処遇制度
評価二処遇制度、昇進口昇格基準等を導入し、実施した場合、40万円を助成
② 研修体系制度
教育訓練制度を導入し、実施した場合、30万円を助成
③ 健康づくり制度(介護事業所のみ)
法定外の健康診断、メンタルヘルス相談等の制度を導入し、実施した場合、30万円を助成
④ 介護福祉機器(介護事業所のみ)
介護福祉機器等を導入した場合、導入費用の1/2を助成 (上限300万円)



5.介 護支援専 門員の資質向上等について

)介 護支援専 門 員 (ケ アマネジャー )の 資質向上 と今後の あ り方に関す る

検討会にお ける議論の中間的な整理 について

介護支援 専 門員 (ケ アマネジャー )について は、地域包括 ケアシステム

の構築 と 自立支援 に資す るケアマネ ジメ ン トの推進 が求 め られ る中で、

「介護支援 専 門員 (ケ アヤネジャー )の 資質向上 と今後 のあ り方に関す る

検討会」 (以 下 「検討会」 とい う)を設置 し、平成 24年 3月 か ら 12月 ま

で 7回 にわた り議論 を行い、平成 25年 1月 7日 に議論 の中間的な整理 を

取 りま とめた。 (別紙資料 5-1)

中間的な整理 においては、介護支援専門員の資質向上やケアマネジメン

トの質の向上 に向けた改善の方向性 として、介護 支援専門員実務研修受講

試験の見直 しや介護 支援専門員に係 る研修制度 の見直 し、地域ケア会議 の

機 能強化 や居 宅介護 支援事業者 の指 定等のあ り方な どについて取 りま と

め られてい る。

今後は、社 会保 障審議会介護保険部会や社会保 障審議会介護給付費分科

会 な どにお い て具体的 な検討 を進 めてい くこと としてい るので ご了知願

いたい。

(2)介 護支援専Fl員 に対する研修の実施

介護支援専門員の資質の向上を図るため、介護支援専門員資質向上事業

(以 下「資質向上事業」という。)を 実施 しているが、介護支援専門員に

係る各種研修については、今後、検討会の中間的な整理を踏まえて具体的

な研修内容等の見直 しを検討 していく予定であるのでご留意願いたい。

資質向上事業については、平成 25年度予算 (案 )で、事業の実施に必

要な予算を確保することとしている。当該事業については、都道府県間で

受講料に大きな差があることから、各都道府県におかれては、予算の積極

的な活用により、受講料の負担に大きな差が生 じないようご留意願いた
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い 。

なお、各都道府県 の受講料 は別紙資料 5-2の とお りであるので、参考

に されたい。

また、事業の実施 にあたっては、開講 日や開講時間帯 あるいは開催期間

等、選択的 な受講が可能 となるよ うに研修 を実施するな ど、受講 しやすい

環境作 りに ご配慮願いたい。

さらに、平成 21年 4月 よ り、受講者の負担軽減の観点か ら、各研修に

お ける講 義 の一部又 は全部 を通信学習 とす ることがで きる取扱 い と して

お り、通信学習 の導入について も積極 的に ご検討願いたい。

なお、資質向上事業の うち国庫補助の対象 となるのは、「介護保 険事業

費補助金 の国庫補助 について」 (平成 14年 12月 4日 厚生労働省発老第

1204001号 厚生労働事務次官通知 )において規定 してお り、従前 か ら介護

支援 専 門員 実務研 修及び介護支援専門員 再研修 は国庫補助対象外 となっ

てい るが、すでに各都道府県の担 当者 にお知 らせ してい るとお り、平成 25

年度か らは、主任介護支援専門員研修 についても国庫補助対象外 となるの

で ご留意願 いたい。

(3)介 護支援専 門員研修 改善事業について

本事業 は、現行 の介護支援 専門員 の研修 の実効性 を確保す るため、実施

要綱 に定 め られた研修体系・科 目に応 じて、到達 目標や指導の視 点等 を定

めたガイ ドライ ンを策定 し、研修実施後 の評価 を行つた上で、その後の研

修へ反映 してい くサイ クル を構築す ることにより、二定程度 の質 の確保 と

研修 内容 の不断の見直 しを図 るものである。 (別紙資料 5-3)

今年度 は、介護支援専門員専門 (更新 )研修ガイ ドライ ンを策定 し、平

成 24年 12月 に各都道府県の研修指導者 (講師)向 けの全国研 修 を行い、

当該ガイ ドライ ンの趣 旨や活用方法 について周知 した ところで ある。また、

二部 自治体 の協力 を得て、介護支援専 門員実務研修についてモデル的に研

修指導者 (講 師)向 けの研修 を実施 し、実際の研修 において実践 していた

だいてお り、来年度 にはガイ ドライ ンを策 定 し周知 してい く予定である。
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なお、来年度 については、介護支援専門員実務従事者基礎研修 に係 るガ

イ ドライ ンを策 定 してい く予定であるので、当該事業の推進 にあた りご協

力 をお願 いす る とともに、ガイ ドライ ンの活用についてお願い したい。

また、本事 業 においては、今年度か らケアマネジメン ト向上会議及び公

開ケア会議 を実施 し、ケアプランの実態 と課題について、事例 に基づいた

評価・検証 を行 い、自立支援 に資す るケアマネジメン トをよ り円滑に実施

す るために必要 な仕組みを検討 してい るのでご了知願 いたい。

(4)第 16回 介護支援専門員実務研修受講試験の実施

第 16回 介護 支援専門員実務研修受講試験については、本年 の 10月 13

日 (日 )を予 定 している (正式 には別途通知す る予定 )。

各都 道府県 においては、会場確保等の所要の準備 を進 め られ るとともに、

本試験 の実施 にあたっては、「介護支援 専門員実務研修受講試験 の実施に

ついて」(平成 18年 5月 22日 老発第 0522001号厚生労働省老健局長通知 )

及び別紙資料 5-4の スケジュール に基づ き、適切 な実施 をお願 い したい。

(5)介 護支援専門員実務研修受講試験 における実務経験 について

介護 支援 専 門員 実務研修 受講試験 にお ける実務経験 の確認方法 につい

ては、実務経験 (見 込 )証明書 (以 下 「実務経験証 明書」 とい う。)に よ

り行 うもの とされてい る。実務経験証明書 は、施設又 は事業所 の長又は代

表者 が作成す ることとされ てい るが、事業所の廃止や統廃合等に よ り、実

務経験証 明書 の発行が困難 な事例 も生 じている。

これ まで も全 国介護保険 。高齢者保険福祉担 当課長会議 において周知 し

てきたが、本来実務経験の要件 を満 た しているにもかかわ らず 、書類 の形

式的な不備 に よ り受験 できない といった こ とが生 じない よ う、例 えば、給

与明細書 、雇用契約書、受験年度以前に作成 された実務経験証明書等の提

示 に よ り、実務経験の有無 を確認す る方法等であって も差 し支 えない。各

都道府県 にお いては、実務経験 の確認 にあた り、柔軟かつ適切な対応 を図
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られ るよ う改めてお願 い したい。

(6)平 成 24年 度介護保険制度等改正 を踏まえた適切なケアマネ ジメ ン トの

実 施 について

① 定期巡回・随時対応サー ビスの活用について

平成 24年 4月 か ら創設 された 「定期巡回 。随時対応型訪問介護 看護 」

については、 日中・夜 間を通 じて、訪問介護 と訪問看護が一体的にまたは

密接に連携 しなが ら、 1日 複数回の定期訪間 と随時の対応 を行 うサー ビス

であ り、今後、中重度者 の在宅生活 を可能にす る上で重要 な役割 を担 うサ

ー ビスで ある。

介護支援専門員には、中重度の要介護者 の在宅生活 の継続支援や、軽度

の要介護者 の状態 の維持改善を図るため、適切 なケアマネ ジメン トに よ り

当該サー ビスの活用が効果的 と考 え られ る場合 、積極的に活用いただ くよ

うお願 い したい と考 えている。

当該サー ビスにつ いては、厚生労働省の老人保健健康増進等事業 を活用

し、事業所の認識 に関す るアンケー ト調査が実施 されてお り、本年 1月 17

日に調査結果 (暫定 )が 公表 され た。

当該調査結果 においては、

。当該サー ビスの活 用 により、事業所 と介護支援専門員 との情報連携 の

機会 が増 えた

。当該 サー ビスの普及促進 には、

解 が欠かせない

といつたことも挙げられており、当該サービスの普及には、各保険者 (市

区町村)に よる当該サービスに対する理解はもとより、介護支援専門員に

よる当該サービスに対する理解も重要である。各都道府県においては、当

該サービスの趣旨や重要性について、機会を捉えて管内の介護支援専門員

への周知を図られたい。

介護支援専門員によるサービスヘの理
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②ケアプランに介護職員によるたんの吸引等のサービスを位置付ける際の

留意点

介護職員によるたんの吸引等の実施にあたり、ケアプランに位置付け

る際の留意点について、平成 24年 3月 16日 付け事務連絡「『平成 24年

度介護報酬改定に関するQ&A(平 成 24年 3月 16日 )』 の送付につい
て」で示しており、医師の指示がある場合にのみケアプランに位置付け

ることが可能 となってい る。

介護職員 に よるたんの吸引等 を実施す るにあたっては、社会福祉 士及

び介護福祉 士法施行規則 において、医師また は看護職員 による対象者 の

定期的 な状態確認 を行 うな ど、医療 関係者 との連携確保・役割分担 につ

いて規定 されている。

したが って、介護職 員 がたんの吸引等を実施す る場合 には、医療 関係

者 による定期的な状態確 認 とセ ッ トで行 われ る必要があることか ら、ケ

アプ ランには、介護職 員 によるたんの吸引等 だ けでな く、例 えば訪問看

護 事業所 の看護 師 な どに よる確認 について位置付 ける等、医療 関係者 に

よる確認 について も位 置付 けることが求められ るので、管内の介護支援

専門員 に対 し周知徹底 を図 られたい。
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介護支援専門員 (ケアマネジャー)の資質向上と今後のあり方
に関する検討会における議論の中間的な整理 【概要版】

【検討の背景】

‐‐
∞
ω
Ｎ
‐―

【見直しの視点】
①介護支援専門員自身の資質の向上に係る見直しの視点
②自立支援に資するケアマネジメントに向けた環境整備に係る
見直しの視点

③介護支援専門員に係る研修制度の見直し
・演習に重点を置いた研修制度への見直しや研修修了時の修了評価の実
施について検討
・実務研修の充実や基礎研修の必修化について検討
。更新研修の実施方法や研修カリキュラムについて見直しを検討
・研修指導者のためのガイ ドライン策定を推進
・都道府県の圏域を超えた研修等の実施を検討

⑤ケアマネジメン トの質の評価に向けた取組
・ケアマネジメントプロセスの評価やアウトカム指標について調査研
究を推進
・ケアマネジメントの向上に向けた事例収集及び情報発信

具体的な改善策】

①ケアマネジメントの質の向上に向けた取組
。自立支援に資するケアマネジメントに向け、適切な課題抽出や評価
のための新たな様式の活用を推進
・多職種協働によるサービス担当者会議の重要性の共有と環境づくり

′
①地域ケア会議の機能強化 (多職種協働による個別ケースの支
援内容の検討を通 じ、自立支援に資するケアマネジメン ト支
援、ネットワーク構築、地域課題の把握、資源開発等を推進)
`制度的な位置付けの強化
,モデル事例の収集など地域ケア会議の普及・促進のための基盤整備

、 :¬

「

デイネーター養成のための研修の取組           ノ理最昏貫電躍唾馬尋翼翼藝雪予響手ゝ尋直しを榛討 〕②居宅介護支援事業者の指定等のあり方
・居宅介護支援事業者の指定権限の委譲を検討

③介護予防支援のあり方
・地域包括支援センターヘの介護予防支援を行う介護支援専門員の配
置を推進
_ ・要支援査のょ湿に応じた支援のあり方について検討
④ケアマネジメントの評価の見直し
・インフォーマルサービスに係るケアマネジメント評価の検討
・簡素なケースについて、ケアマネジメントの効率化を検討④主任介護支援専門員についての見直し

研ヽ修修了時の修了評価や更新制の導入について検討
・主任介護支援専門員による初任段階の介護支援専門員に対する現場で
の実務研修の導入について検討
・地域の介護支援専門員のネットワーク構築の推進  .

・医療に関する研修カリキュラムの充実
・在宅医療・介護の連携を担う機能の整備の推進
・主治医意見書の活用を促進する取組の推進

'相談員に対して介護支援専門員等の資格取得を推進

選脩か今後、制度的な見直 しに係るものについては介護保険部会、報酬改定に係るものについては給付費分科会で議論を進める



介護支援専門員 (ケアマネジャー)の資質向上と

今後のあり方に関する検討会における

議論の中間的な整理

平成 25年 1月 7日

介護支援専門員 (ケアマネジャー)の       |

資質向上と今後のあり方に関する検討会      |
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1.はじめに
O 今後、2025年に向けて、団塊の世代が 75歳以上となっていくことに伴い|
要介護発生率が高くなる 75歳以上の高齢者の割合が急速に進むことが見込ま
れる。また、認知症高齢者は 2012年時点で約 300万人と増加してきており、

今後もその増加が見込まれる。さらに、高齢者のみ世帯や
=人
暮らし高齢者の

数の増加も進んできており、地域全体で支援を必要とする高齢者を支える必要

性も高まつてきている。

一方、介護が必要となった場合に、自宅で介護を受けたいという希望を持つ

人は 74%と なつているなど、要介護者等となっても、高齢者が尊厳を持つて、

できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域包括ケアシステムを

日常生活圏域で実現していくことが重要な政策課題となつている。

O こうした中、要介護者等に、その人にふさわしい適切な介護サービス、保健
医療サービス.イ ンフォーマルサービス等を総合的に提供することが、これま

でにも増して求められるようになつてきており、介護支援専門員の資質やケア

マネジメントの質の向上に対する期待も大きくなつてきている。

O 現状における介護支援専門員の資質やそれを支える体制については、様々な
課題が指摘されており、社会保障審議会においても、「より良質で効果的なケ

アマネジメントができるケアマネジャーの資格のあり方や研修カリキュラム

の見直し、ケアプランの標準化等の課題について、別途の検討の場を設けて議

論を進めることが必要である」(介護保険部会意見書 (平成 22年 ‖ 月30日 ))、

「根本的なケアマネジメントの在り方の検討が求められている」「ケアマネジ

ャーの養成。研修課程や資格の在り方に関する検討会を設置し、議論を進める」

(介護給付費分科会審議報告 (平成 23年 12月 7日 ))な どの指摘がされてき
ている。

O さらに、社会保障 。税一体改革大綱 (平成 24年 2月 17日 閣議決定)におい
ても、「ケアマネジメントの機能強化を図る」、「自立支援型のケアマネジメン

トの実現に向けた制度的対応を検討する」とされている。

○ こうしたなか、本検討会は、平成 24年 3月 に、ケアマネジャーの資質向上
と今後のあり方について議論を行うことを目的として設置され、これまで7回

にわたって議論を重ね、このたび、中間的な整理を取りまとめた。なお、中間

・ 3‐
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的な整理の取りまとめにおいては、パブリックコメントを行い、平成 24年 10

月 11日から31日 までの間において、727件の意見が寄せられたところである。

2.総論
○ 介護保険法の目的・理念としては、高齢者が要介護状態等となつても、尊
厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う必要な支援を行うことである。

○ そのため、保険給付は、要介護状態の維持・改善に資するよう行われ、利
用者本位による保健・医療・福祉サービスが、総合的かつ効率的に提供され

なければならない。                   ′

○ 一方、利用者についても努力義務が唱われており、自ら要介護状態となる
ことの予防のため健康の保持増進に努めることや要介護状態になった場合で

あつても、進んでリハビリテーションやその他の適切なサービスを利用する

ことで、自らが有する能力の維持向上に努めることとされている。

○ 介護支援専門員は、利用者が自立 した日常生活を営むのに必要な援助に関
する専門的知識及び技術を有する者として、介護保険制度を運用する要とし

て重要な役割を担つている。

介護保険制度は、利用者本位の介護サー ビスの提供を基本理念の一つとし

て創設された。介護支援専門員は、その理念を実現する中心となる資格であ

り、利用者の立場に立って、その生活全般に寄 り添つて支援を行 う機能を果

た してきており、制度創設から 10年以上が経過 した現在、国民の間にも定

着 し、要介護者等にとって欠かせない存在となつてきている。

O 介護保険制度においては、利用者の尊厳の保持を旨とした自立支援を実現
していくことが重要であり、そのためには、介護支援専門員による適切なケ

アマネジメン トは必要不可欠であり、その質の向上は不断に求められるもの

である。

O 平成 18年の制度改正においては、介護支援専門員の専門性の確立という観
点から、研修の強化を図るとともに、資格の更新制を導入 し、更新時の研修

を義務付けるといった見直 しを行つたが、その後も、医療の必要性が高い利
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用者や独居世帯の利用者、認知症の利用者が増加するなど、ケアマネジメン

トの質をより高くすることが求められるようになってきている。

○ また、国の政策においては、高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活
を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ日なく

提供される「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組を進めており、各

地域におけるその実現に向けても、これらのサービスが有機的・包括的に機

能していくための橋渡しをするケアマネジメントヘの期待が高まっている。

O このような状況や前述の社会保障審議会等で指摘された課題を踏まえ、本
検討会において、これまで議論を重ね、主な検討すべき課題として以下のよ

うに整理した。

① 介護保険の理念である「自立支援」の考え方が、十分共有されていない。
② 利用者像や課題に応じた適切なアセスメント (課題把握)が必ずしも十
分でない。

③ サービス担当者会議における多職種協働が十分に機能していない。
④ ケアマネジメントにおけるモニタリング、評価が必ずしも十分でない。
③ 重度者に対する医療サービスの組み込みをはじめとした医療との連携が
必ずしも十分でない。

｀

⑥ インフォーマルサービス (介護保険給付外のサービス)のコーディネー
ト、地域のネットワークィヒが必ずしも十分できていない。

⑦ 小規模事業者の支援、中立・公平性の確保について、取組が必ずしも十
分でない。

③ 地域における実践的な場での学び、有効なスーパーバィズ機能等、介護
支援専門員の能力向上の支援が必ずしも十分でない。

⑨ 介護支援専門員の資質に差がある現状を踏まえると、介護支援専門員の
養成、研修について、実務研修受講試験の資格要件、法定研修の在り方、

研修水準の平準化などに課題がある。

⑩ 施設における介護支援専門員の役割が明確でない。

O 上記の課題に対応するための見直しの視点は大きく2つあり、「介護支援専
門員自身の資質の向上に係るもの」と「介護支援専門員が自立支援に資する
ケアマネジメントが実践できるようになる環境整備に係るもの」といった2
つの視点からアプローチしてぃくことが必要である。
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○ こうした視点に基づき、介護支援専門員やケアマネジメン トに係る課題に
対応し、介護支援専門員の資質向上やケアマネジメントの質の向上が図られ

るよう具体的な改善策についてとりまとめた。

3.各 論
(1)ケアマネジメン トの質の向上について
ケアマネジメントは、アセスメントからサービス担当者会議を経てケアプ
ランが確定した後のモニタリングまでの一連の流れである。しかしながら、

ァセスメントが必ずしも十分でないといった課題やサービス担当者会議に

おける多職種協働が十分に機能していないといった課題が指摘されている。

そこで、ケアマネジメントの質の向上に向けて以下のような取組を進める
べきである。

① ケアマネジメントの質の向上に向けた取組
～アセスメントの重要性と課題抽出プロセスの明確化～

○ アセスメントは、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援
する上で解決すべき課題を把握するものであり、特に重要なプロセスでぁる。

また、自立支援に資する適切なケアマネジメントを行う上でも、介護支援専

門員がどのような考えで課題や目標を導き出したのか、そのプロセスを明ら

かにすることは、アセスメント能力を向上していく上でも重要なことである。

また、そのことにより、サービス担当者会議において考え方等の共有がな

され、サービス内容の検討が円滑に進むことが期待される。

O このため、介護支援専門員の専門的判断として、どのような考えで利用者
の生活全般の解決すべき課題 (ニーズ)を導き出したのかを明確にするケア
プラン様式とは別の課題抽出のための新たな様式の活用を進めるべきである。

○ 課題抽出のための様式の活用により、多職種協働であるサービス担当者会
議が実効性のあるものになると考えられる。また、多職種協働を促進してい

く中で、早い段階から医療関係職種の適切な助言が得られることが重要であ

る。

～サービス担当者会議の重要性～

○ サービス担当者会議についてはヾ多職種協働が十分に機能していないので
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はないかとの課題に対応 し、サービス担当者会議の重要性を関係者間で共有

するとともに、居宅サー ビス計画の原案の内容について、多職種による専門

的な見地か らの議論が行われ、より質の高い居宅サービス計画の原案へと修

正が図られるよう、関係者間で意識を共有 し、そのための環境づくりをして

いくことが重要である。

～モニタリングにおける適切な評価の推進～

0 モニタリングにおいては、ケアプランに位置付けたサービスの実施状況を
把握 し、必要に応 じてケアプランの変更等を行うこととされている。

具体的には、サービスの実施状況を把握 しつつ、利用者の状態変化を多職

種間で共有することが可能となるよう継続的に評価するとともに、ケアプラ

ンに掲げた短期目標を達成するためのサー ビスの提供期間が終了した際に、

その結果を評価・検証 した上で、必要に応 じて適切にケアプランの変更を行

うことが重要である。

O そのため、サー ビスの提供結果、短期目標が達成されたかどうかを総括し、
適切なケアプランの見直 しに資するよう、ケアプラン様式とは別に適切な評

価のための新たな様式の活用やデータ収集・集積を進めるべきである。

O 上記のようなケアマネジメントの流れの中で、例えば、容体の急変により
入院を要することとなった場合など、結果としてケアマネジメントプロセス

から外れる利用者についても、利用者の生活全般に寄り添う介護支援専門員

が、地域の関係者との調整・連携等の役割を果たしていくことが期待される。

② 介護支援専門員実務研修受講試験の見直し
○ 現在、介護支援専門員実務研修受講試験の受験要件は、保健・医療・福祉
に係る法定資格保有者、相談援助業務従事者及び介護等の業務従事者であっ

て定められた実務経験期間を満たした者が受験できることとなつている。

介護支援専門員に係る様々な課題が指摘されている中で、今後、介護支援

専門員に求められる資質や、介護支援専門員の専門性の向上を図つていくこ

とが必要である。

したがつて、必要な経過措置を講じた上で、受験要件について、上記の法

定資格保有者に限定することを基本に見直しを検討すべきである。
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なお、介護支援専門員の業務が相談援助業務の性格を有することを考え、

相談援助業務の経験がある者については、引き続き受験資格を有する者とす

る範囲を検討すべきである。

○ また、介護支援専門員として利用者を支援していくには、介護保険制度に
関する知識だけでなく、保健・医療・福祉に関する幅広い知識や技術が求め

られる。

○ 介護支援専門員実務研修受講試験については、保健・医療・福祉に関する
知識や技術を有することの確認について、より介護支援専門員の資質の向上

に資するものにしていくべきとの意見や、保有資格によって認められている

解答免除の取扱いについて見直すべきであるとの議論が行われた。

O こうしたことを踏まえ、上記の受験要件も含め、介護支援専門員実務研修
受講試験の実施方法について見直しを検討すべきである。

③ 介護支援専門員に係る研修制度の見直し
○ 介護支援専門員の専門性を高め、資質を向上させていく手段として、研修
は重要な役割を持つと考えられる。

O また、研修の実施方法について、より実践的な研修となるよう演習にも重
点を置くとともに、研修内容が理解されているかどうかを確認するため、研

修修了時の修了評価の実施についても検討すべきである。

O 現在、実務研修の時間数は、求められる介護支援専門員の知識や技術に比
し、不足しているとの意見もあることから、実務研修の充実や、実務に就い

た後の早い段階での研修である実務従事者基礎研修の必修化について検討

すべきである。

○ また、現在の更新研修は、専門研修 Iと Ⅱに分かれており、介護支援専門
員証の有効期間の 5年のうちに計画的に受講することが難しいとの指摘も

されていることから、有効期間内に無理なく研修を受講し、必要な知識や技

術を身につけていくことが可能となるよう見直しを検討すべきである。
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O 研修体系の見直しと同時に見直さなければならないのが研修カリキュラ
ムである。現行の研修カリキュラムでは、介護支援専門員専門研修において

「認知症」、「リハビリテーション」、「看護」、「福祉用具」等の課目について

も規定されているが、選択制となつており、必ずしも受講すべき課目とはな

つていない。

これらの知識は、今後、増加が見込まれる認知症高齢者の支援や利用者の

自立支援に資するケアマネジメントの推進等にあたり、介護支援専門員が身

につけておくべき重要な知識である。

また、重度者や医療の必要性が高い利用者が増える中で、医療関係職種と

連携しつつ、医療サービスを適切に提供していく必要性はさらに高くなるが、

医療との連携が必ずしも十分でないといった課題が指摘されている。

したがつて、研修カリキュラムを見直す際には、「認知症」、「リハビリテ

ーション」、「看護」、「福祉用具J等の課目について、必修化も含めて研修内
容の充実を図るべきである。

その他、ケアマネジメントに求められる内容の変化に応じ、研修内容を充

実していくことが適当である。

O 都道府県が行つている各種研修については、研修水準の平準化を図るべき
との課題に対応し、国として研修実施の指導者用のガイドライン作りを推進

するべきである。

O また、介護支援専門員が従事する事業の類型に即した研修カリキュラムと
いつた視点からの検討も行うことが適当である。さらに、研修受講者の利便

性も考慮し、都道府県単位で実施する研修に加え、例えば主任介護支援専門

員研修などについては、都道府県の圏域を超えた研修の実施も検討し、当該

研修についても都道府県研修の対象としていくことを検討することが適当

である。

O 介護支援専門員の資質向上を図る上では、利用者の生活状況を総合的に把
握し、二一ズに応じた様々なサービスを一体的に提供するコーディネー ト機

能を果たすという特質にかんがみ、講義や演習による研修に加え、実務に就
いて間もない介護支援専門員について、現場での実務研修の仕組みの導入に

ついて検討すべきである。
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〇 以上のように研修制度の見直し等に取り組むことと共に、介護支援専門員
自ら日常的な学びに努め、その専門性を高めていくことが重要であり、保険
者である市町村もその取組を支援していくことが求められる。

④ 主任介護支援専門員についての見直し          ,
O 主任介護支援専門員には、介護支援専門員に対するスーパーバィズ、地域
包括ケアシステムを実現するために必要な情報の収集 =発信、事業所や職種
間の調整といつた役割が求められており、そのような役割を担うことができ
る者を養成することを目的として主任介護支援専門員研修が位置付けられ
ている。

主任介護支援専門員については、上記のスーパーバィズ等の役割を果たす
ことをよリー層進めることが重要であり、その資質の向上を図つていくこと
が必要である。

○ このため、主任介護支援専門員となるための研修修了後に修了評価を導入
することを検討すべきである。

また、主任介護支援専門員についても更新制を導入し、更新時においては、
研修を実施することを検討すべきである。

O さらに、居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員に求められる役割にか
んがみ、例えば地域の小規模な居宅介護支援事業所等で、ケアマネジメント
業務に従事し、未だ実務に就いて間もない初任段階の介護支援専門員に対し
て、主任介護支援専門員が現場での実務研修により、指導・支援する仕組み
の導入を検討すべきである。

〇 また、介護支援専門員が日常的に学びの場を共有していくことはその資質
向上にとっても重要であることを踏まえ、主任介護支援専門員は、地域の介

護支援専門員のネットヮークを構築するといったことに努めることが適当で

ある。

⑤ ケアマネジメントの質の評価に向けた取組
〇 ケアマネジメントの質の向上を図っていく基盤として、ヶアマネジメント
の質を評価する客観的な指標を整えていくことが重要であり、ケアマネジメ
ントプロセスの評価、アウトカムの指標について、より具体的な調査 1研究
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を進めるとともに、その基盤となるデータ収集・集積を継続的に進める必要

がある。

○ 国においては、平成 24年度において、ケアプランの現状を把握し、その
実態等を分析することによって、現状のケアマネジメントについての改善点

等を明らかにするため、ケアマネジメント向上会議の取組を開始している。

こうした取組の積み重ねやデータ収集・集積による分析を通じて、ケアマ

ネジメントの向上に向けた事例収集や情報発信を継続していくことが重要

である。

(2)保険者機能の強化等による介護支援専門員の支援について

介護支援専門員に係る課題については、研修などを通じて介護支援専門員

自身の知識や技術の向上に取り組むことも重要であるが、介護支援専門員の

資質の向上への取組を効果的なものとするため、保険者である市町村により、

介護支援専門員の支援を充実していくことも重要である。

そこで、上記 (1)で示した見直しに加えて、以下のように、保険者によ

る介護支援専門員の支援体制を充実すべきである。

また、保険者として、介護保険制度の目的・理念やケアマネジメントの意

義などについて、被保険者やその家族に周知していくことが重要である。

① 地域ケア会議の機能強化
O 厚生労働省では、平成 24年 3月 に「地域包括支援センターの設置運営に
ついて」 (平成 24年 3月 31日付け厚生労働省老健局介護保険計画課・振興

課・老人保健課長連名通知)においてヽ地域ケア会議の設置運営について改

めて方針を示している。

そこでは、地域ケア会議の目的を、多職種協働による個別ケースの支援内

容の検討を通じた

・高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構築
口地域の介護支援専門員の、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資する

ケアマネジメントの支援

・個別ケースの課題分析等を行うことによる地域課題の把握

などを行うこととしている。
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O この地域ケア会議は、以下のような意義を持つものと評価でき、積極的な
取組を推進すべきである。

・実践を通 じた、多職種によるアセスメン ト能力などの介護支援専門員の資

質向上の支援                 ‐

・高齢者の自立支援に資するケアマネジメン トの実現

・多職種協働によるサービス担当者会議の実効性を高める支援

・医療 との連携、インフォーマルサー ビスの組み込み、支援困難事例に対す

る支援

・地域における課題の発見、地域のネッ トワーク化、社会資源の開発

・介護支援専門員の独立性 。中立性・自律性の確保

・小規模事業所の支援

・ 日常的な多職種の学びの場

○ また、地域ケア会議では、個別ケースの課題分析等の積み重ねにより地域      |
課題を把握することにつながり、地域に必要な資源開発や地域づくり、さら

には次期介護保険事業計画への反映などの政策形成や地域包括ケアの実現      |
につなげていくことが期待される。                       |
こうした地域づくりや政策形成等につながる地域ケア会議は、日常生活圏

域のものに加えて、市町村 レベルで関係者が集まり協議 していくことが重要

である。

その際には、在宅医療の関係者との緊密な連携が望ましく、後述の在宅医

療連携拠点事業と連携協働 していくことが期待される。

○ このような地域ケア会議については、地域の実情に応 じた柔軟な取組を進
めるとともに、今後、全ての保険者で実施されるよう、国は法制度的な位置

付けも含め、その制度的位置付けについて強化すべきである。

O また、保険者に対する地域ケア会議の普及 。促進を図っていくためには、
保険者が具体的なイメージを持つて取 り組んでいけるよう、国において、地

域ケア会議の運営手順書の整備、先進的な取組を行つているモデル事例の収

集及びその全国の保険者への紹介、議論を行う上で有益な情報を提供できる

基盤の整備を進めることが必要である。

さらに、地域ケア会議の開催にはコーディネーターの役割が重要であるこ

とから、コーディネーター養成のための研修の取組も必要である。

‐
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○ なお、この地域ケア会議は、特定の個別ケースについて、当該ケースのサ
ービス提供に直接関わらない専門職等も含め、第二者的視点により検討する

ものであり、充実したサービス担当者会議の支援にもつながるものである。

O 現在、保険者が実施しているケアプラン点検については、自立支援に資す
るケアプランを進める取組であり、地域ケア会議の取組とともに進めていく
ことが重要である。

○ 自立支援に資するケアマネジメントを進める上では、身体機能の維持・改
善に限定して考えるのではなく、利用者の意思、意欲、QoL(生 活の質)
の向上などの要素にも留意すべきである。

② 居宅介護支援事業者の指定等のあり方
○ 居宅介護支援事業者の指定は、都道府県によって居宅介護支援を行う事業
所ごとに行われているが、地域ケア会議の強化等、市町村による介護支援専

門員の支援を充実していくに当たり、居宅介護支援事業者に対する市町村の

関わりを強めていくことも重要である。

そこで、保険者機能の強化の一環として、居宅介護支援事業者の指定を市
町村が行うことができるよう、見直しを検討すべきである。この場合、町村

をはじめとした体制面での課題などを考慮し、都道府県等との役割分担や連

携の在り方を検討すべきである。

③ 介護予防支援のあり方
○ 介護予防支援については、指定介護予防支援事業者として地域包括支援セ
ンターが予防プランを作成することとされている。地域包括支援センターで

は、介護予防支援の業務を兼務しつつ、包括的・継続的ケアマネジメント支

援や予防事業などの業務を実施している所が多いことから、その負担が大き

くなつている現状がある。また、今後も、地域ケア会議等の取組の充実や被

保険者自らの予防に対する取組促進、地域の支え合い体制づくりなど、その

担う役割に対する期待は高まっていくと考えられる。

○ こうしたことを踏まえ、地域包括支援センターの業務負担を軽減するとと
もに、適切な介護予防支援が行われるよう、介護予防支援を担当する介護支
援専門員の配置を推進していくょうな方策を検討すべきである。
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○ また、要支援者に対するケアマネジメン トについては、利用者の状況に応
じ、給付管理も含めたケアマネジメン トプロセスの簡略化など、様々な利用

者支援の在 り方について検討すべきである。

一方、より状態の改善が期待できる又は悪化の防止が求められる和l用者に

ついては、介護支援専門員等が重点的に関わることが求められる。

④ ケアマネジメントの評価の見直し
○ 介護支援専門員が介護報酬を請求できるのは給付管理を行つた場合に限
られており、アセスメントの結果、介護保険の法定サービスは利用せず、イ
ンフォーマルサービスのみの利用となつた場合には、ケアマネジメントに対
する介護報酬の評価が行われない現状にある。

○ この点について1ま、インフォーマルサービスなどの地域資源を積極的に活
用することを促進していく観点からも、利用者の支援に当たって、ヶァプラ
ンに位置付けられたサービスがィンフオーマルサービスのみであり、結果と

して給付管理が発生しない場合であっても、介護支援専門員のケアマネジメ

ントを適切に評価する仕組みを検討すべきである。

O 一方で、例えば福祉用具の貸与のみを行うような簡素なケースについては、
効率化も検討すべきである。

(3)医療との連携の促進について
0 今後、重度者や医療の必要性が高い利用者が増えていくと考えられること
から、介護支援専門員には、ケアマネジメントを行う際の医療との連携やケ

アプランヘの適切な医療サービスの位置付けを促進するとともに、入院から

退院後の在宅への移行時等における適切な連携を促進することが必要であ

る。           '

○ 現状では、サービス担当者会議における多職種協働が十分に機能していな
いのではないか、医療関係職種との連携が不十分なのではないか、といった

指摘がされており、ケアマネジメントにおける医療との連携については重要
な課題である。
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0 医療との連携にあたっては、医療に関する知識が必要になってくるが、い
わゆる福祉関係職種の基礎資格を持つ介護支援専門員が増えている状況で

あり、そうした背景も医療との連携が十分でない要因の一つと考えられる。

そこで、医療との連携にあたって必要となる知識については、介護支援専

門員に係る研修において医療に関するカリキュラムを充実すること等が重

要である。

O また、介護支援専門員が医療関係職種と連携しやすい環境整備及びそれと
の密接な連携が重要であり、現在、モデル事業として取組が進められている

在宅医療連携拠点事業を踏まえ、市町村と都道府県が緊密に連携しながら、

在宅医療 "介護の連携を担う機能の整備を推進することが必要である。

その際、医療関係職種と介護支援専門員等とのワークショップや事例検討

の勉強会等を通じ、各職種間の共通理解を進めていくなどの取組を積み重ね

ていくことも重要である。

O さらに、介護支援専門員が利用者の医療に関する情報を把握するにあたっ
ては、要介護認定の際に利用される主治医意見書を活用することが有効と考

えられ、介護支援専門員が、市町村から主治医意見書を入手しやすくなる取

組を進めることが重要である。

あわせて、介護支援専門員は、ケアプランを主治医に情報提供する取組を

進めることが重要である。

O 地域ケア会議は、医療関係職種を含む多職種が参加して個別事例の検討を
行うものであり、医療との連携を進めていく上でも有効であり、その取組を

推進すべきである。

○ また、自立支援に向けては、リハビリテーションの活用が有効であり、ケ
アマネジメントの際に適切な連携がなされるよう、介護支援専門員にリハビ

リテーションに係る基礎的な知識が教育される機会を増やすとともに、早い

段階からリハビリテーション専門職の適切な助言が必要に応じて得られるこ

とが重要である。さらに、ケアマネジメントの際には、直接的なリハビリテ

ーションサービスの導入に加え、生活機能の維持・向上、生活環境の改善の

手段として、適切な評価に基づいて導入される福祉用具の活用等を図ってい

くことも重要である。
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(4)介護保険施設における介護支援専門員について
○ 施設における介護支援専門員については、社会保障審議会介護給付費分科
会の審議報告においても「施設におけるケアマネジャーの役割が不明確なの

ではないか」といった指摘がされている。

O 介護老人福祉施設及び介護老人保健施設については、入退所時における家
族や居宅介護支援事業所の介護支援専門員などとの調整・連携、ケアカンフ

ァレンスにおける多職種協働の円滑化など、ソーシャルワニクやケアマネジ

メン トの知識や技術を有する者がその役割をしつか り担えるよう推進 してい

くことが必要である。

介護療養型医療施設についても、施設の特性にかんがみながら、介護支援

専門員が多職種協働の下で質の高いケアマネジメン トを進めていくことが必

要である。

〇 以上を踏まえ、ソーシャルワークやケアマネジメントに係る知識や技術を
有する者による介護保険施設の入所者に対する支援を充実させるため、生活

相談員や支援相談員について、介護支援専門員との現状の役害1分担にも留意

しながら介護支援専門員等の資格取得を進めていくべきである。

○ また、地域ケア会議においては、施設ケアプランについても検討していく
ことが適当である。

4.今後に向けて
〇 以上、主に次回の介護保険制度改正や次期介護報酬改定に向けて検討すべ
きことや見直すべきことについて中間的なとりまとめを行つた。

今後、制度的な見直しにつながるものについては社会保障審議会介護保険

部会、介護報酬改定につながるものについては社会保障審議会介護給付費分

科会で議論を進めるとともに、例えば、研修内容の見直しなど実務的検討を

深める必要があるものについては、速やかに取組を進めていくことが適当で

ある。

○ 地域包括ケアシステムは、高齢者が要介護状態等になっても出来る限り住
み慣れた地域で在宅を基本とした生活の継続ができるよう包括的な支援体

制を推進していくものであり、多職種協働による介護サービスの提供、医療
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との連携の推進、地域の支え合いやインフォーマルサービスの充実などを包

括的に進めていくことが重要である。その際、介護支援専門員による質の高
いケアマネジメントが利用者に提供されることが欠かせない。

○  「3.各論」で述べた各種対応策については、介護支援専門員の資質向上
及びケアマネジメントの質の向上を目指すものであるが、そのためには、介

護支援専門員自身の取組とともに、国、都道府県、市町村、事業者それぞれ
が取組を強化する必要がある。

また、在宅医療の関係者も含めた地域ケア会議を通じ、ケアマネジメント

支援・地域資源の開発・地域づくり。政策形成も多職種協働により進めてい

くことも重要である。

O なお、高齢者の尊厳の保持を旨とした自立支援を基本とするケアマネジメ
ントの実現を目指し、今後も中長期的視点から検討を引き続き行っていく必

要があるとともに、提言した内容の実施状況等について点検・評価していく
ことも必要である。その際、介護支援専門員が一人の要介護者等を継続的に

支援していくことを可能にするといった視点や要介護者等の トータルな暮
らしの支援といった視点、隣接する他制度との連携の強化といった視点など

も含め、ケアマネジメントについての検討を深めていくことが重要である。
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一覧 (平成24年度)
実務従事者
基礎研修

更新研修
(未経験者向け)

更新研修
(経験者向け)

専門研修(I) 専門研修 (■ )
主任介護支援
専門員研修

北海道 0 30,000 33.900 19700 14,200 50,000
青森県 12.000 22000 20.000 11.000 9,000 22,000

岩手県 11.000 20,000 13.000 13.000 8,000 21.000

宮城県 2.500 20.000 18.000 11,000 7,000 10,000
秋田県 8,000 21,000 16,000 8,000 8,000 25,000
山形県 4.800 22650 19.500 11000 8.500 21,000
福島県 3,000 21000 6.000 3.000 3,000 10,000

茨城県 2.000 27.000 27,000 16.000 11,000 6.500

栃木県 13,000 32,290 35.000 18,000 17,000 35,000
群馬県 10,000 20,000 30,000 11.000 19.Ooo 30000
埼玉県 20,000 30000 38.000 21000 17000 28,000
千葉県 25,000 30.000 38.000 20,000 18,000 49,000

東京都 5,000 26.400 31,500 16.000 15.500 48.400
神奈川県 8,020 30.000 38.000 20,000 18,000 28,000
新潟県 17.000 20000 27.900 15,900 12,000 32.000
富山県 0 21,650 22.000 12.000 10,000 24.000
石川県 8.500 26.000 18,000 9.000 9.000 19000
福井県 2,00( 18.000 29,000 16000 13.000 5,000
山梨県 8,000 15.000 20.000 10000 10000 15000
長野県 6,600 19.800 22,300 13900 8,400 21,200
岐阜県 16.500 18.200 31.500 17.000 14.500 50,000
静岡県 20,000 31_000 38000 21.000 20,000 50.000
愛知県 15,000 20,000 35.000 18.000 17,000 50.000
二重 県 0 22650 23.000 13.000 10,000 30.000
滋賀県 15,510 21_620 25850 15.510 10,340 30.800
京都府 9,000 191650 21,000 11.000 10,000 20,000
大阪府 12.000 26.980 38,500 20,200 18.300 60,000
兵庫県 10.000 18.000 22,000 13.000 9,000 30,000
奈良県 11,000 25,000 30.000 17,000 13,00Cl 33.000
和歌山県 17.500 24.000 16.000 10.000 6.000 28000
鳥取県 5,000 12.800 21000 5000
島根県 8,000 12440 18940 10.940 8,000 8000
岡山県 8,000 14.000 14.000 8000 6000 15,OC10

広島県 21,000 27000 24.000 12.000 12,000 42.000
山口県 10.000 24000 34.000 18.000 16.000 20,000
徳島県 10.500 23,500 16,800 10500 6,300 5,000
香川県 5,000 25.500 25.000 10.000 15,000 30000
愛媛県 18.000 21.000 23,000 13000 12.000 50,000
高知県 3,000 21000 24.000 12.000 12,000 3.000

福岡県 13.000 26,500 26.940 15.940 11.000 25,000
佐賀県 15,000 24.500 35.000 20,000 15,000 30000
長崎県 7.000 8,000 12.500 7500 5.000 10,000

熊本県 6,000 28650 22,000 13,000 23.000
大分県 10.000 20,000 20,000 20.000 15.000 10,000

宮崎県 14.000 30.650 26,000 14000 12,000 30.000
鹿児島県 22,650 23.000 37.650 22.650 19,650 37000
沖縄県 0 24,185 22.000 12.000 10.000 24000

研 は 、 I,支 していない して一 して

(別紙資料 5-2)

全国

※平均受講料は受講料が「0」の道県を除いた平均である。
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介護支援専門員関連研修のPDCAサ イクルの確立と研1多実施支援

ガイドラインの作成
指導者の養成
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時期 厚生労働省 都道府県
(又は指定試験実施機関)

登録試験問題作成機関

(公益財団法人

社会福祉振興・試験センター)

4月 ・試験日・合格発表日及び試験
範囲の通知

委託契約締結

受験要綱準備

・受託契約締結
・問題作成 (4月～9月 )

5月 受験申込み受理(5月 ～8月 )
受験資格審査(5月 ～9月 )

6月

7月 ,都道府県に問題必要部数の登

録を依頼

8月 試験センターに問題必要部数

を登録 (6日 )

9月 ・都道府県に試験本部登録の依

頼
・都道府県に受験者速報を依頼

厚生労働省に試験本部登録
・都道府県へ試験問題発送を連

絡 (下旬)

10月

試験問題受領

(試験日3日前 )

,都道府県へ試験問題を発送

試 験 実 施 (10月 13日 )
受験者速報を公表 ・厚生労働省に受験者速報の報

生
ロ

・試験センターに答案データの

提出 (18日 必着)
・試験の採点、合否判定

H月

都道府県に合格者数の報告を

依頼

合格基準の設定

都道府県に正答番号及び合格

基準を通知 (8日 発送)

12月

合格者数を公表

平成26年度の試験期日の確
認等

合格発表及び正答番号、合格

基準の公表 (全国統一)

(10日 )
・厚生労働省へ合格者数の報告
・都道府県において順次実務研

修実施

(別紙資料 5-4)

平成 25年度介護支援専門員実務研修受講言式験事務のスケジュール
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6.在 宅サー ビスにつ いて

(1)訪 問介護 について

①  サー ビス提供 責任者 につ い て

介護員養成研修課程 の見 直 しによ り、本年 4月 よ り、「介護職員初任者

研修課程」 (以 下 「初任者研修課程 Jと い う。)を 創 設す るこ ととなった と

ころで あ り、「介護職員基礎研修課程」「訪問介護 に関す る 1級課程」 (以

下、「 1級課程 とい うQ」 )「 訪 問介護 に関す る 2級課程 」 (以 下、「 2級課程

とい う。」)を 修了 した者 につ いては、初任者研修課程 を修 了 した とみな さ

れ るこ ととなった。これに伴 い、サー ビス提供責任者 の取扱 いが以下の と

お りとな るので ご留意いただ きたい。

ア 初任者研修課程修 了者 がサー ビス提供責任者 とな るには、これまでの

2級 課程修了者 と同様 、 3年 以上の実務経験 を要件 とす る。ただ し、介

護職員基礎研修課程及び 1級課程修了者 については、これ まで どお り実

務経 験 を要件 としない。

イ 看護 師等 の資格 を有す る者 は これ まで 1級 課程 を免 除す るこ とが可

能 とされ ていた こ とか ら、サー ビス提供責任者 にな るには、これまで ど

お り実務経験 を要件 としない。

ウ 2級 課程修 了者 を対象 と していたサー ビス提供 責任者 の配置 に係 る

減算 につ いては、初任者研 修課程修 了者 とみな され る者 の うち、介護職

員基礎研修課程修 了者 、 1級 課程修了者 、看護師等 は対象 としない。

工 特 定事業所加 算 の算定要件 として、訪 問介護員等 の うち、介護福祉 士

等 の 占める割合 が要件 とされ てい るが、これ まで どお り、介護職員基礎

研 修課程修了者 、 1級 課程修 了者 、看護 師等 を対象 とす る。
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なお、関係告示等 については年度 内にお示 しす る予定で ある。

また、2級課程修 了者 をサー ビス提供 責任者 として配置 してい る事 業所

は、当該 サー ビス提供責任者 が介護福祉 士等 の資格 を取得す ることが確 実

に見込 まれ るもの と して届出 を した場合 に減算 の対象 としない こ とと し

ていた ところであるが、本経過措置 については平成 25年 3月 31日 を も

つて終了す るので、事業者等へ の周知等 をお願 い したい。

②  生活援助 の適切 なサー ビス提供 について

訪問介護 の生活援助 に係 る報酬算定について は、平成 24年 度介護 報酬

改定 において時間区分 の見直 しを行 つた ところであるが、一部 に全てのサ

ー ビス を「45分 未満 」で提供 しなけれ ばな らないかの よ うな誤解 を され

てい る面が あるが、見直 し後 において も、時間区分「所要時間 45分 以上」

が あるた め、これまで行 われていた 60分 程度 のサー ビス を実施す るこ と

は可能 であ るg改 めて、適切 なアセ スメン トとケアマネ ジメン トに基づ く

サー ビス提供 について周知 をお願 い したい。

(2)短期入所生活介護における緊急短期入所の受入に関する調査結果について

短期入所生活介護にういては、緊急時の円滑な受入れを促進する観点から、

平成 24年度介護報酬改定において、一定割合の空床を確保 している事業所
の体制や、居宅サービス計画に位置づけられていない緊急利用者の受入れを

評価するための加算 (緊急短期入所体制確保加算、緊急短期入所受入加算 )

を創設 し、昨年 12月 、自治体の協力を得てその取組状況の調査を実施 した

ところである。

その結果概要については、以下のとお りである。

<調査結果概要 (暫定版 )>
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。 調査対象 :257事 業所 (平成 24年 10月 1日 ～31日 の lヶ 月間に緊急

短期入所体制確保加算を算定 した全ての事業所 )

。 回答数 :92事業所 (H25.2.12時点 )

。 回答率 :35.8%

②調査結果の概要

a 空床確保 と緊急利用の状況
・ 緊急用ベ ッドの確保

延べ 2,933床 を確保 (→ 1事業所 1日 当たりで約 1床 )

・ 緊急の利用の発生

70の 事業所 (76.1%)に おいて緊急利 用 が発生

・ 緊急 の利用者 の状況

212回 の緊急利 用 が行 われ た。

(→ 1事業所 lヶ 月 当た りで約 23回 )
。 緊急用ベ ッ ドの利用率

37.0%(2,933床 の うち 1,086床 が緊急 として利用 された )

b 利用者 の状況

・ 緊急短期 入所利 用者 が 1回 当た りに入所 した 日数 につぃ ては、約 4

割 の方が 3日 以内 と、比較的短期間 の利用 が多い。

・ 緊急短期入所の理 由については、家族等 の体調悪化 が約 4割 と最 も

多 く、家族等 の冠婚葬祭 は約 1割。

・ 緊急短期入所 の 申込み 日については、当 日又 は前 日が約 半数 となっ

てい る。

c 事業者 の状況

・ 緊急 の利用 を望 む者 は どこの事業所 に空床 が あるか分 か らないの

で、市町村 単位 主導 で の緊急短期入所の受入状況が分か る窓 口設置 を

望む。

上記調査結果概 要 の とお り、緊急利用 のための体 制 を確保 した事業所数 は

未 だ少 な く、緊急利 用への対応 が進 んだ とは言い難 い状況 であ る。 こ うした

こ とか ら、各 自治体 におい て も、緊急体制の確保 について更 なる体制整備 を
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お願い したい。   ′

ついては、今後の検討に向け、来年度、市町村単位での短期入所生活介護

事業所の設置状況や利用状況等について調査を予定している。詳細について

は追って連絡するので、その際は協力をお願いしたい。

(3)小規模多機能型居宅介護について

小規模 多機能型居宅介護 については、中重度 となつて も住み慣れ た 自宅や

地域 にお いて在 宅生活 を継続す ることを支 える観 点か ら、単なる訪問介護 、

通所介護 、短期入所生活介護 の組合せ ではな く、利用者 の状態 に応 じて、通

い 。訪 問・泊 ま りのサ… ビスを柔軟 に組 み合 わせて提供す ることに よ り、在

宅高齢者 への 24時 間 365日 の支援 を行 うため平成 18年 に創 設 され た。

それ以降、制度 の周知及びその普及 定着 に取 り組 んでいただいてお り、平成

24年 9月 現在 、利用者数 は約 6.9万 人 、事業所数が 3, 849箇 ・所 とな

る等 、着 実にその普及が進 んでいる。

|                           

‐

|く単位:笛所餞,

4FI(lll

4(,(Ю

851X'

:,0(10

25α
'

請求事業所数

2000

15110

1● 1メ)

'37″10も 日

平成 24年 度報酬改定においては、地域包括ケアシステ ムの中核的な役割

を担 うサー ビスの一つ として位置付 け、本サー ビスの さらなる推進 を図 る観

点か ら、一定程度 の規模 を確保 し、経営の安定化 を図 りつつ、利用者 に とつ
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て身近なサービス利用が可能となるよう「サテライ ト型事業所」を創設し、

① 宿直職員や看護職員について、本体事業所からの支援を受けられる場

合に置かないことができる

② サテライ ト事業所の利用者が、本体事業所からの訪問サービスや本体

事業所の宿泊サービスを利用することができる

などの要件の緩和を行ったところである。

なお、サテライ ト型事業所においても、「地域介護・福祉空間整備等施設

整備交付金」の交付対象 としているのでご活用いただき、小規模多機能型居

宅介護の趣旨をご理解いただき、管内市町村への周知など今後の推進へのご

協力をお願いする。
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ア.定 期巡 回・ 随時対応サー ビスの推進 について

(1)サービスの実施状況等について

定期巡回 :随時対応型訪間介護看護 (「定期巡回・随時対応サービス」)は 、

① 日中・夜間を通じて、

②訪問介護 と訪問看護の両方を提供 し、

③定期巡回と随時の対応 (訪問含む。)を行 うサービス

として、昨年 4月 に新 しく創設したサービスである。このサービスは、高齢者

が中重度の要介護状態になっても住み慣れた地域で在宅生活を継続する可能

性を高めるものであり、地域包括ケアシステムの中核的な役割を担 う重要なサ

ービスの一つである。

このため、事業者の体制確保に配慮 し、サービス提供に必要な職員配置につ

いて、幅広 く兼務を認めるなど、柔軟な運営が可能な仕組みにしている。 (別

紙資料 7-2)

平成 25年 1月 末 日現在、94保険者で 161の 事業所が指定を受け、利用

者数は 1,625人 となっている。この中には大都市だけでなく、地方の小規

模な市町村で立ち上がった事業所も含まれてお り、着実に普及が進んでいると

考えている。 (別紙資料 7-3)

今年度参入 した事業者からは、

・定期的な複数回の訪間により利用者の状況が詳細に把握できる

。利用者の 1日 の生活を把握できるため情報量が増え、職員のスキルアップ

につながる

等の事業取 り組みの成果を聞いている。

一方で、今 後 さらにサー ビスの普及 を図つてい く必要が あ る。本サー ビスの
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促進に当たつては、介護事業者のみならず、ケアマネジャー、医療関係者等の

理解が特に重要であり、また、保険者である市区町村が主体的にサービスの導

入に向けた取組を行つていただく必要がある。このことから、各都道府県にお

かれては、これ らの点を十分に考慮いただき、本サービスの趣旨や重要性等に

ついて、関係者へのよリー層の周知をお願いしたい。

なお、事業所の立ち上げの際に必要な情報通信機器の購入経費等については、

今年度 と同様、平成 25年度予算案においても「地域介護・福祉空間整備推進

交付金」の事業として引き続き盛 り込んでいるので (単価 :1,000万 円 (案 ))、

管内市区町村等に対する周知等をお願いする。

また、本サービスに関しては、今年度の厚生労働省の老人保健健康増進等事

業を活用 して、本サービス参入前後の事業所の認識に関するアンケー ト調査を

行い、 1月 17日 に調査結果 (暫定)を公表 した (三菱UFJリ サーチ&コ ン

サルティング株式会社 )。 その結果、未参入事業者は、例えば、「夜間・深夜の

対応が中心」とのイメージを持っているが、実際は夜間・深夜の対応は日中と

比べて少ないなど、サービスの利用実態や必要な職員体制等についてイメージ

が実態 と大きく異なっていることが多い とのデータが示 されているので周知

の際などの参考にしていただきたい。

http://www murc.」 p/publicity/press_release/press_130117

(2)自 己評価・ 外部評価 について

定期 巡回 。随時対応サー ビスの 自己評価 及び外部評価 の評価項 目、その他必

要 な事項 については、追 つて通知す るこ ととしてい る ところであ り、老人保健

健康増進等事業 に よ り検討 を行 つてい るので、後 日お示 しす る予定 なのでご留

意いただ きたい。
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24時間対応の定期巡回・随時対応サービスについて
○ 訪問介護などの在宅サービスが増加しているものの、重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を24時間支える仕
組みが不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者に対して医療と介護との連携が不足しているとの問題がある。
Oこのため、①日中・夜間を通じて、②訪問介護と訪間看護の両方を提供し、③定期巡回と随時の対応を行う「定期巡回・
随時対応型訪間介護看護」を創設(2012年4月 )。
02013年 1月末現在では、94保険者 (市町村等)、 161事業所が指定。利用者数は1,625人。

―
∞
０
い
‐―

1定
期巡回

圏随時訪間 ゆ

量訪間看護

。日中・夜間を通じてサーゼスを受けること
が可能

・訪問介護と訪問看護を一体的に受けるこ
とが可能

・定期的な訪間だけではなく、必要なとき

に随時サービスを受けることが可能

コ<参考>
1.第 5期介護保険事業計画での実施見込み 2.社会保障と税の一体改革での今後の利用見込と 嘗

一

踏
羊
劇

|

<定期巡回・随時対応サービス

<サービス提供の例>

訪間介護と訪間看護が一体的
又は密接に連携しながら、
定期巡回型訪間を行う

利用者からの通報により、
電話やIC丁機器等による応対・訪
問などの随時対応を行う
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(別紙資料 7-3)

×老健局振興課調べ定期巡回・随時対応サービスの事業所数(平成25年 1月末)

注1)4月 、5月分は国保中央会の調べによる。

注2)1月 は、一体型と連携型の両方を実施している事業所があるため、事業所数の合計が一致しない。

Ｘ

　

※

※

×

　

※

※
　
　
※
　
　
※

※

　

※

※

※

※

Ｘ

の市町村 ( 者)に所在す 注2)◎は

神奈川県

※ は公募指定を行つている保注 3

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

保険者数
７
′
う
こ 29 35 44 50 56 68 民

υ
７
′ 83 94

事業所数

一体型 6
７
′ 10 14 16 19 31 35 42 48

連携型 28 34 37 47 54 58 86 90 98 114
合計 34 41 47 61 70 77 117 125 140 161

利用者数 / / う
０
●
● 488 574 678 883 1,060 1,315 1,625
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8.福祉用具について

(1)福祉用具の保険給付の適正化について

福祉用具貸与の価格については、同一製品で非常に高額となるケース (いわゆる

「外れ値」)が一部存在していること等を踏まえ、平成21年 8月 国保連合会介護給

付適正化システムを改修し、製品毎に価格の分布状況 (全国、都道府県別、保険者

別)を把握可能とするとともに、製品毎の価格幅等を抽出可能とする検索条件を拡

充している。

このシステムを活用し、福祉用具貸与価格に関する項目を含む介護給付費通知に

ついて、615保険者 (平成23年度)において取り組んでいただいているが、当該シ

ステム改修により福祉用具の価格情報の把握が可能となつた保険者では、貸与価格

の低下など外れ値の改善に一定の効果が見られる。

各都道府県におかれては、当該システムの一層の活用をお願いするとともに、価

格の適正化に係る施策の推進をお願いする。

(2)福祉用具サービス計画について

平成24年度介護報酬改定に伴い、平成24年 4月 1日 より、福祉用具貸与及び特定

福祉用具販売について、利用者の状態に応じた福祉用具の選定や介護支援専門員等

との連携を強化するため、福祉用具貸与事業者及び特定福祉用具販売事業者に対し、

利用者ごとに個別サービス計画の作成を義務付けたところである。

なお、事務負担の軽減を図る観点から、施行日に存在する指定福祉用具貸与事業

者及び指定特定福祉用具販売事業者については、平成25年 3月 31日 までの間は、従

前の例によることができる旨の経過措置を設けているが、本年4月 1日 以降は、全

事業者において作成しなければならないので、IIB漏なきよう、関係者に周知徹底を

お願いする。
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(3)福祉用具の安全性及び利便性の確保等について

①安全確保について

福祉用具に係る事故防止のため、これまで、消費者庁が消費者生活用製品安全法

に基づき、重大製品事故情報として公表した情報については、各都道府県、市町村

及び関係団体に対し、情報提供を行い、安全確保についてお願いしているところで

ある。

特に、医療・介護ベッド用サイドレール等のすき間に挟み込む事故については、

相変わらず発生している状況を踏まえ、平成24年 6月 6日 付課長通知により、注意

喚起をするとともに、事故防止のための点検を依頼したところである。しかしなが

ら、その後も死亡事故等が継続的に発生していることから、点検状況についてフォ

ローアップ調査をしたところである。回答があつた施設、事業者のうち、稼働中の

ベッドのうち80%以上は点検し、そのうち危険性があつたベッドは25%と いう結果

であつた。 (調査結果の概要等については、月り紙資料〇を参照されたい。)

各都道府県においては、回答がなかつたあるいは未点検のベッドがある事業者等

に対して、引き続き、点検していただくよう周知徹底されたい。

また、消費者庁が在宅介護者向けに行つたアンケート調査では、事業者や行政か

らの注意喚起が、実際の在宅介護者の半数以上に伝わつておらず、伝わつていたと

しても、危険性を感じず対策を講じていない介護者が多いという結果がある。その

ため、平成24年 11月 2日 に、各福祉用具貸与事業者に対して、介護ベッドに係わる

事故の危険性及び対策について、実際の介護者に対して、貸与時やモニタリング時

に説明するよう依頼しているところである。

介護ベッドをはじめとする福祉用具の安全確保については、定期的に行うことが

重要であるため、引き続きご配慮をお願いする。

②福祉用具臨床的評価事業について

福祉用具の安全性・利便性を確保する取組として、平成21年度から、福祉用具臨

床評価事業を創設 し、利用者が使用する場面 (臨床)での客観的指標に基づく安全
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性・操作性に関する評価を行つているところである。

認証された福祉用具の情報は、公益財団法人テクノエイド協会のホームページに

掲載されているので参考とされたい。

(参考)テクノエイド協会ホームページ

http://―.technO― aids.or.jp/qap/index.php

(4)福祉用具専門相談員指定講習会について

平成18年 3月 31日 以前に「都道府県知事が指定講習会と同等以上」と認めていた講

習を、平成 18年 4月 1日 以降も福祉用具専門相談員指定講習に相当する講習として取

り扱 うためには、「福祉用具専門相談員について」 (平成18年 3月 31日 付老振発033101

1号厚生労働省老健局振興課長通知)により、都道府県知事による公示が必要 として

いるところである。

また、「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議における質問に対する回答」(平

成24年 3月 7日付事務連絡)で、同等以上と認めていた講習であって、公示が行われ

ていない講習会がある場合には、同等以上の講習 として取り扱っていた事実を確認の

上、平成18年 4月 1日 に遡って認めて差し支えないとしているところである。

なお、同等以上の講習として認めていたものとして、例えば、全国病院理学療法協

会主催の運動療法機能引1練技能講習会を受講 し、さらに介護に関する基礎知識の補習

講習を修了したもの等が考えられるが、各都道府県におかれては、公示漏れがないよ

う、あらためて確認等されたい。
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(別紙資料 8-1)

介護ベッ ドの安全点検に係るフォローアツプ調査結果について

平成 24年 6月 6日 付課長通知により、介護ベッド用サイ ドレール等の事故に対して注意
喚起をするとともに、医療・介護ベッド安全点検チェック表を参考に事故防止のための点検

依頼をした。その点検状況について、取りまとめた。

1_点検を実施した施設 (事業所)
0約 7割の施設等が安全点検を実施。一方、約 3割は安全点検について未実施。

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

短期入所

特定施設

グループホーム

ぞの他

福祉用具貸与事業所

【全 体】

,点検を行つた施設 (事業所)数

鳳未点検施設 (事業所)数

※ 1 各都道府県、指定都市、中核市からの報告を集計したもの。

※ 2 未点検施設 (事業所)とは、「安全点検チェック表を用いて点検をまだ行つて
いないJ及び「未回答」のところである。
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2 回答があつた施設等のうち、点検したペッドの割合
○回答があつた施設等の稼働中のベッドのうち、約 8割は点検を実施。

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

短期入所

特定施設

グループホーム

その他

福祉用具貸与事業所

【全 体】

20%   40%   60%

,点検 したベッド数

●未′気検のベ ッド数

※ 未点検のベ ッドには、点検 したが、チェック項目に該当し、今後対応予定のもの
も含んでいる。

3 危険性の有無等   
｀

O点検したベッドのうち、約 3/4は事故の危険性が低いものであつた。
一方、約 1/4は 事故の危険性がみられ、今回対応がとられている。

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

短期入所

特定施設

グループホーム

その他

福祉用具貸与事業所

【全 体 l

0%   20%   40%   60%   80%  100%

=チ
ェック項 目に該当しなかつたベッド数

■チェック項 目に該当し対応 したベ ッド数
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4 チェック項目に該当し、対応した内容
○事故の危険性がみられたベッドについて、施設では、約 7割近くが安全部品やクッシ

ョンを利用してすきまを埋める対応を行つている。

一方、福祉用具貸与事業所では、約 5割がその他の対応を行つている。

介護老人福祉施設

介護老人保健施設4

介護療養型医療施設

短期入所3

特定施設4

グループホー

その他1

福祉用具貸与事業所

【全 体】

0%    20%   400/0   60%   80%

「
旧JIS製品のベッドを新」IS製品に交換した数

日旧」IS製品のサイ ドレールを新JIS製品に交換した数

目安全部品やクッションを利用してすきまを埋める対策を行つた数

■その他の対応を行つた数

100%

※ その他の対応の具体的内容については不明であるが、利用者・家族への注意喚起

等が考えられる。

-373-―



近年、医療・介護ベッドのサイドレールやベッド用グリップによる死亡事故等が報告されています。
事故の多〈は利用者の首や手足がサイドレール等のすき間や、内部の空間に入り込んだことによるもの
です。これらの事故の多くは、利用者の身体状況や使用状況によると思われるものであり、危険な部分が
あるかどうかの確認と正しい使い方によって未然に防ぐことができます。
このたび「医療・介護ベッド安全普及協議会」では、サイドレール等による事故を未然防止していただくた
めに、「医療・介護ベッド安全点検チェック表」を作成いたしました。医療・介護ベッドでサイドレール等をご
利用の際には、このチェック表で点検項目を確認し、必要に応じて対応を行つて〈ださい。
また、事故事例とその対応策を紹介した動画「医療・介護ベッドに潜む危険」もホームページで見ることが
できますので、合わせてご利用下さい。

S医療。介層ベツド安全普及協議会【ホームページ】ht:prrwww bed― anzen org【お問い合わせ先】03-36485510
ホームページではベッドを正しく安全にご利用いただくための「動画」や「バンフレットJを掲載していま丸

・発作、病状、症状などにより、自分の体を支えられずサイドレール等に働れ込む可能性のある方
・自力で危険な状態から回避することができないと思われる方
・認知機能障害など1球り、

^ン
ド上で予測で剖ユ 行ヽ動にとると思われる方

・片マ崎 どの障害などにより、体位を自分で保持嵯 かい方

サイドレールは、ベッド
で寝ている人の転落や寝
具の落下を予防するため
の製品です。

ベッド用グリップは、ベッド
上での起きあがりやベッドか
らのたちあがりなどの動作を
補助するための製品です。

・すき間を埋める対応品(スペーサー.サイドレールカバー等)のご利用は、各メーカーにお問合せくなざい。
・製品事故の未然防止のため、安全対策が強イヒされた2009年改正の新」IS規格が要求する寸法を満たす製品を使用する
ことも一つの方法です。

挟み込み事故予防の観点から、ベッドの利用開始前に,ベッドやサイドレール等におけるすき間を確認し1ベツh71用者の心身

・すき間を埋める対応品を使掃する(対応品の内割こついては各メーカーlFこ相談ください〉
・サイドレール等の全体をカバ‐や毛布で覆う
・危険な状態になっていないか、定期的にベツド利用者の目視確認を行う

●製品や対応品に関するお問合せは、各メーか―にお願いします。

アイシン精機株式会社

シーホネンス株式会社

0120‐ 77‐3433

フランスペッド株式会社

株式会社モルテン

株式会社ランダルコーボレーション
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氏 名 記入日:  年
※チエック項目ごとに危険がないか確認し、必要に応じて対応を行つてください。
※チエック項目が該当しない、もしくは対応したら□を入れましょう。

※すき間を埋める対応品、カバーで覆われたサイドレール等や後付カバーは各メーカーにお問い合わせ下さい。

①ボードとt・rドレール等の間に首を挟み
込みそうなすき間はありませんか?
(首の挟み込みに対して、より安全であるための
すき間寸法の目安は、直径6cmの物が入り込ま
ないこと、もしくは23 5cm以上です。)

《事故事例≫

無理な体勢でベットの下にある物を取ろうとした時に、
ヘッドボードとイ ル ールのすき間に首を挟み込んでし

まった。

【対競 法″′
●ベッド周りを整理整頓し、利用者が身を乗り出さないように
配慮しましょう。

●ボードとサイドレール等のすき間をクッション材や毛布等を
入れて埋めましょう。

●新」IS規格が要求する寸法を満たすサイドレール等に交
換しましょう。

□

②ウ4ルールとh体レー廟 間に首を
挟み褪ψ嗜うなすき間はあ職 んか?
(首の挟み込みに対して、より安全であるための
すき間寸法の目安は、直径6cmの物が入り込ま
ないこと、もしくは23 5om以上です。)

≪事故亭例》
ベツドの背中を上げた状態で、目を離し■ るヽ日に利用
者がバランスを用し、2本のt・件レールのす吉間に首を
挟み込んでしまつた。

倒 慮卿

●利用者から目を離す際は、ベッドの背中を必ずフラットに
戻しましょう。

●すき間を埋める対応品を利用しまし鰤 。

●新」IS規格が要求する寸法を満たすサイドレール等に交
換しましょう。

□

③イ ドレール等に頭を開じ込み0な
空間はありませんか?
(頭の開じ込みに対して、より安全であるための
目安は、直径12cmの物が通らないことざ 。)

く事故事例≫
ヘツドから起き上がる際にバランスを自し、サイル ール
内の空間に頭が入り込んでしまつた。

申
●カバーで覆われたサィドレール等や後付けカバーを必要
に応じて利用しましょう。

●すき間が小さく、より安全なサイドレール等に交換しましょ
つ。

□

…

OFJ用者の状態を確認しながら、ベッド
の操作を行つていますか?

≪事故事例》

利用者の手や足ル ドレールの中に入つ4ヽる状態で、
介饉する方がベッド操作をし、手や足を挟んし まつた。

[対応方法grJ

●ベツドを操作する前と、操作中最低1度は動作を止めて利
用者の状態を確認しましょう。(※看護・介護する方が立っ
ている場所と反対側は、布団などの死角となり特に注意が
必要です。)

●カバーで覆われたサィドレール等や後付けカバーを必要
に応じて利用しましょう。
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9.介護ロボットの推進について

介護ロボットについては、要介護高齢者の増加など介護ニーズがますます増大す

る中で、高齢者の自立支援や介護者の負担軽減に資する観点から、その役割や可能

性のほか、新たな成長産業としても期待されている。そのため、経済産業省と連携

し、高齢者や介護現場の具体的なニーズに応える介護ロボットの実用化のための環

境整備を図つているところなので、ご承知おき願いたい。

また、各都道府県におかれては、適宜、介護現場等の関係者に情報提供していた

だくよう、ご協力をお願いするとともに、必要に応じて、積極的な活用について、

ご検討いただきたい。

例えば、本年度から介護保険の保険給付の対象とした自動排泄処理装置について

は、夜間の介護負担の軽減や要介護者のQOL向上に有効であると考えているが、

貸与件数は少ないことから、製品を周知するため、体験会等を行うことが考えられ

る。

(1)重点分野の特定と開発パー トナーシップについて

介護現場におけるロボット技術の活用については、現在、様々な分野で様々な主体

により取り組まれているところであるが、経済産業省と連携して開発等の支援を行う

分野を以下のとおりとしたところである (平成24年 11月 22日 公表※)。

①移乗介助

・ロボット技術を用いて介助者のパワー、アシストを行う装着型の機器

。ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ動作のパワーアシストを行う非装

着型の機器

②移動支援

・高齢者等の外出をサポー トし、荷物等を安全に運搬できるロボット技術を用い

た歩行支援機器

③排泄支援

・排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置の調節可能なトイレ

-376-



④認知症の方の見守 り

。介護施設において使用する、センサーや外部通信機能を備えたロボット技術を

用いた機器のプラットフォーム

※厚生労働省 H P http:/んw.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000o02p8sl.html

重点分野の機器の開発に積極的意志を有する企業等を募 り、経済産業省、厚生労

働省その他関係機関と参加企業等からなるパー トナーシップを組織 し、利用者 ,介

護現場等のニーズの把握や、開発の早い段階からニーズとシーズのマッチングを図

る場とするとともに、参加企業等の声を介護ロボットの開発・実用化のための施策

に反映することとしている。

(2)今後の取 り組みについて

介護 ロボッ トの実用化を支援するため、今年度、 (公財)テ クノエイ ド協会に委託

し、試作段階の機器を用いて、介護現場におけるモニター調査等を通じ、実用的な機     |

器の開発に資するスキームを構築することとしている。その一環として、介護ロボッ     |

卜の開発 。実用化に当たって必要となるモニター調査等に協力が可能な介護現場のり     |

ス トを作成するため、自治体や関係者に対し、意向調査を行つているところなので、     |
各自治体におかれては、ご協力をお願いする。                       |

また、平成25年度予算 (案)において、介護ロボットに関する相談窓口を設けると     |
ともに、介護現場での機器の有効性に関する評価手法の確立、介護現場と開発現場の    |

マッチング支援によるモニター調査の円滑な実施などを行うため(83百万円計上し、

介護ロボットの開発・実用化の推進を図ることとしている。

|
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10.地 域支え合い体制づくり事業について

(1)平成25年度予算 (案)について

応急仮設住宅などに入居する高齢者などの日常生活を支えるため、総合相談支援

や地域交流などの機能を有する「サポー ト拠点」の運営などに必要な経費について、

引き続き財政支援を行 うこととし、本事業の実施期限を再延長 (平成24年度末→平

成25年度末まで)するとともに、積み増 しを行 うため、23億円計上したところであ

る。

被災県におかれては、みなし仮設住宅などに入居 している要援護者等も含めて、

引き続き必要な支援や取り組みを実施していただくようお願いする。なお、積み増

しする県は、官城県及び福島県を予定している。

また、東 日本大震災の被災地以外への避難者の生活支援等に対応するため、全都

道府県について、被災者生活支援に係る事業以外の事業も含めて再延長することと

しているので、有効に活用していただきたい。なお、本事業の残高がない都道府県

におかれては、地域支え合い体制づくり事業以外の事業との配分変更について、協

議されたい。

併せて、地域支え合い体制づくりの観点も踏まえ、平成25年度予算 (案)におい

て、地域ケア会議活用推進等事業や高齢者生きがい活動促進事業等を創設すること

としているので、特に地域支え合い体制づくり事業の残高がない場合は、これらを

活用して、地域支え合い体制の充実に努めていただくようお願いする。

(2)被災地における地域包括ケアの実現について

被災自治体においては、被災者の生活再建の基礎 となる災害公営住宅等への円滑

な移行が主要な課題の一つであると考えている。災害公営住宅等の整備に当たって

は、ハー ドのみならず、生活、福祉、医療などの多様な側面を考慮し、地域包括ケ

アの視点をもって実施することが重要であると考えており、仮設住宅におけるサポ

ー ト拠点の活動は、地域包括ケアの実現にもつながる機能を果たしていると考えて
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いるところである。

そのため、被災自治体におかれては、被災地域の復興のまちづくりに当たって、

地域包括ケアの考え方を地域社会に定着 させ、住宅部局とも連携 しながら、災害公

営住宅等の整備に併せて、例えば、地域包括支援センター、LSA(生 活援助員)、

介護サービス拠点、地域交流サロン等の配置など、サポー ト拠点の機能を継続でき

るような取 り組みを進め、復興を契機として、将来の超高齢社会のモデルとなるよ

う、先駆的に地域包括ケアの実現に努めていただくようお願いする。

なお、上記のような経費については、介護基盤緊急整備等臨時特例基金管理運営

要領の補助対象経費の範囲内で、県の判断により、本事業の補助対象 としても差し

支えないほか、次のような予算の各目的、補助内容に応 じて支援が受けられるがこ

と考えられるので、申し添える。

(ハー ド関係 )

。 介護基盤復興まちづくり整備事業 (高齢者支援課所管 (参考資10-1参照))
。 公営住宅等に併設する高齢者生活支援施設等の整備費補助 (国土交通省住宅局

住宅総合整備課所管 (参考資料10-2参照))

(ソ フ ト関係 )

。 社会的包摂 。「絆」再生事業 (地域コミュニティ復興支援事業 (社会・援護局

地域福祉課所管 (参考資料10-3参照))

・ 地域支援事業

また、高齢者に限らない支援を総合的に実施するため、複合型施設等の整備につ

いても、必要に応 じて検討願いたい。

さらに、被災地の地域包括ケアシステムの構築に当たっては、介護や生活支援に

関する地域住民のニーズや地域の課題を踏まえて復興のまちづくりに取 り組むこと

が重要である。そのためには、

① 地域住民のニーズlE握、支援方針の検討。決定、サービス提供等 (以下「個別

支援」とい う。)を行 うとともに、

② 個別支援を通 じて明らかになる地域包括ケアシステム構築に当たっての課題や

提言を行政やまちづくり協議会等が行 うまちづくリヘつなぐ

ことが必要であり、このような機能は、地域包括支援センターの

が担 うことが適当と考えられる。

「地域ケア会議」
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復興のまちづくりに取り組む自治体においては、例えば、自治体のまちづくり担

当部署やまちづくり協議会等も参加する地域ケア会議を開催するなど、地域ケア会

議による取り組みを早期に、かつ、積極的に実施していただくようお願いする。

厚生労働省としても、地域ケア会議活用推進等事業 (国実施分)に より支援する

こととしている。
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介護施設等の復興施策について

〇 被災した介護施設等の「復旧」のみならず、新しい形で地域包括ケアの基盤を整備する「復興」施策として、
23年座第3次補正予算において、「介護基盤復興まちづくり整備事業」(285億円)を計上。
(※なお、復興庁所管の東日本大震災復興交付金においても同事業を計上。どちらを活用するかは自治体の判断に委ねられる。)

O当 該事業は、少子高齢化社会のモデルとして、新しい形の地域の支え合いを基盤に、いつまでも安心して
コミュニティで暮らしていけるよう保健・医療、介護 ,福祉、住まい等のサービスを一体的、継続的に提供する
「地域包括ケア」の体制を整備するため、被災地のニーズを踏まえ基盤整備を支援するもの。

E罐Ⅷ端T TttIIII
<被災地の復興に当たり,高齢者住宅等の整備に併せて。以下の拠点を整備>

24時間対応の訪間介護拠点

(福祉避難所を兼ねた)所を兼
地域交流拠点

配食サービス拠点

高齢者の見守り・相談拠点

※仮設住宅に「介護等のサポー
ト拠点」が併設
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東日本大震災による被災者の日常生活上の利便性・安全性を確保し、高齢者や障害者等のニーズに対応す
る生活支援サービスの提供を図るため、公的賃貸住宅団地における高齢者生活支援施設等の整備について
、民間事業者及び地方公共団体の負担を軽減するための支援策の充実を図る。
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○対象施設 (高齢者生活支援施設等):
①高齢者生活支援施設 :デイサービス施設、生活相談サービス施設、診療所、訪問看護ステーション 等

②障害者福祉施設 :グループホーム、ケアホーム、身体障害者福祉センター 等

③子育て支援施設 :保育所、放課後児童クラブ、児童家庭支援センター 等

○国庫補助の概要 :

・公的賃貸住宅団地における高齢者生活支援施設等の整備費の1/2(復興交付金による追加負担分を除く)
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高齢者、障害者や離職を余儀なくされた若年層などが地域とのつながりを持ち続けることができるよう、次の取り組みを柱として
一体的に実施し、地域内の面的支援を行い、地域コミュニティの復興支援を図る。【堤外避難者への支援も対象)
①住民のニーズ把握、総合相談及び交流場所などのサービス提供  ②見守り等の支援体制の構築  ③関係者間の総合調整
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11.生 涯現役社会の実現に向けた取り組みの推進について

(1)高齢者生きがい活動促進事業について

① 事業の概要

平成 25年度予算 (案)において、企業を退職した高齢者などが地域社会の中で

役割をもつていきいきと生活できるよう、有償ボランティア活動等による一定の収

入を得ながら自らの生きがいや健康づくりにもつながる活動を行い、同時に介護予

防や生活支援のサービス基盤となる活動を促進するため、新たに、「高齢者生きが

い活動促進事業」を計上しているところである。

具体的には、見守り。配食等の生活支援など、市町村が把握する地域課題の解決

に資するとともに、高齢者自らの社会参加(生きがいづくりに資する活動を行うN
PO法人等団体の立ち上げや活動拠点の初度設備整備に必要な経費についてモデル

的に支援を行うこととしている。

都道府県におかれては、本事業について市町村に対する周知、募集の支援等県

内市町村の連絡調整についてご協力願いたい。

事業の実施要綱 (案)は次のとおりである。

実施要綱 (案 )

1 目 的

企業退職高齢者等が、地域社会の中で役割をもつていきいきと生活できるよう、

有償ボランティア活動等による一定の収入を得ながら自らの生きがいや健康づく

りにもつなが り、介護予防や生活支援のサービス基盤となる活動を促進するため、

当該活動を行 う団体等の立ち上げを支援することを目的とする。

2 実施主体

市町村 (適切な団体への委託可)

3 事業内容

本事業の目的に応じた、先駆的な活動を行う団体の立ち上げや活動拠′点の初度
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設備整備に必要な経費 (備品、消耗品等の購入費、ボランティア団体の組織化等に

必要な事務局人件費等を想定)に対する補助 (1年 目のみ)。

※各都道府県で 1箇所程度 (01,000千 円)

4 留意事項

(1)本事業の対象となる活動は、市町村が把握する、地域の高齢者の生活に関

わる課題の解決に資する高齢者による活動とする。

(活動の例 )

・見守 り、配食等の生活支援

・高齢者への配食サー ビス用農産物等の生産活動

・高齢者スポーツの指導活動

(2)利用料等事業により得 られた収入の一部を活動を行う高齢者へ支給するも

のとする。 (支給額の水準は問わない。 )

(3)事業本来の運営費は、本事業の助成対象となる団体の事業収入で賄 うこと

を目標 とする。

(2)老人クラブ活動の促進等

① 老人クラブの重要性
老人クラブは、地域を基盤とする高齢者自身の自主的な活動組織であり、地域の

ニーズに応じた様々な活動展開を行うことで、高齢者の生きがいと健康づくりを進

めている。

その取組内容は、高齢者の閉じこもり予防や次世代育成支援、地域の再構築等の

社会を取り巻く様々な問題に対応したものであり、全国規模で地域の見守り活動を

展開するなど、少子高齢化が進行する我が国において、生涯現役社会の実現にもつ

ながる、極めて重要な活動であると認識している.

また、市町村老人クラブ連合会は、個々の単位老人クラブと連携し、より実効性

が高まる活動 (例 :市町村を挙げて取り組む環境美化や防犯・防災活動など)を展開
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するとともに、高齢者を取り巻く悪質商法被害の予防や交通事故防止等の安全対策

に対する意識啓発など、行政と一体となつた情報伝達機能も有し、単位老人クラブ

活動と地域社会をつなぐ牽引役を担つていただいていると認識している。

② 平成 25年度予算 (案)等

老人クラブは、全国各地に活動組織を展開するとともに、全国規模の民間団体ネ

ットワークとしても有数のものであり、厚生労働省としても高齢者の生きがいと健

康づくり及び社会参加の促進の観点から、その活動に対して引き続き支援していく

こととしており、平成 25年度予算(案 )においては、老人クラブ活動に必要な所要

額(27.6億円)の予算を計上している。

都道府県等におかれては、都道府県老人クラブ連合会、市町村老人クラブ連合会、

単位老人クラブが行う生きがいづくり及び健康づくり活動について、その必要性・

重要性について再度認識していただくとともに、所要の財源措置等にご配慮願いた

③ 老人クラブ育成功労者等厚生労働大臣表彰について

昨年 10月 4日 (木)に行われた、全国老人クラブ連合会創立50周年記念全国

老人クラブ大会において、40周年大会に続き、老人クラブ育成功労者等厚生労働

大臣表彰を実施し、111人、54ク ラブ・ 53連合会に対する表彰を行つたとこ

ろであり、都道府県のご協力につき、感謝申し上げる。

④  明るい長寿社会づくり推進機構について
47都道府県に設置されている「明るい長寿社会づくり推進機構」は、高齢者の

生きがいと健康づくりの推進を図るため、①組織づくり、②人づくり、③気運づく

りを積極的に推進しきたところであり、特にねんりんピックの開催にあたっては、

選手派遣等において御尽力いただいているところである。

今後はこれらに加え、老人クラブ連合会や高齢者の生きがいづくり、健康づくり

関係団体などとの連携促進を積極的に図っていくことにより、県内の団塊の世代等

の生きがいづくりや健康づくりを推進するにあたっての中核機関として位置づけて

いただくとともに、その事業推進に支障が生じないよう各都道府県においては所要

の財源措置にご配慮願いたい。

また、今後は、市町村や地域包括支援センター等が把握する地域の課題解決に資

する高齢者の活動を促進することも重要であり、各都道府県においては、「明るい
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長寿社会づくり推進機構」と市町村との連携体制づくり等についても検討願いたい。

(3)全国健康福祉祭 (ねんりんピック)について

① ねんりんピックヘの積極的な取組みについて
平成 24年度の第 25回宮城 。仙台大会は、10月 13日 (土)から16日 (火 )

まで「伊達の地に 実れ !ねんりん いきいきと」をテーマに、常陸宮同妃両殿下
をお招きして盛会のうちに閉幕したところである。選手団の派遣等に当たって都道

府県等の方々にはひとかたならぬ御支援、御尽力をいただいたところであり、この

場をお借りして御礼申し上げる。

高齢者の社会参力■、健康づくりや地域間、世代間の交流は、活力ある長寿社会の

形成に今後とも欠くことのできない重要な課題である。各自治体においては、ねん

りんピックをはじめ、多様な健康関連イベント、福祉 。生きがい関連イベント等に

できるだけ多くの高齢者の方々が参加できるよう、「明るい長寿社会づくり推進機

構」や各種団体とともに参加の機会の確保等について特段の御配慮をお願いする。

また、多くの自治体にあっては、地方版ねんりんピックの開催に努力されている

と承知しており、健康増進、文化活動の推進を図る観′点から、引き続き積極的な取

組みについても御配慮願いたい。

② 第 26回こうち大会 (ねんりんピックよさこい高知2013)に ついて
平成25年度は、高知県において第 26回こうち大会 (ねんりんピックよさこい高

知 2013)が 開催される予定である。各都道府県等におかれては引き続き本大会ヘ

の御支援 。御協力をお願いする。

(第 26回ねんりんピックよさこい高知2013の概要)
・テーマ 長寿の輸 龍馬の里で ゆめ交流
。期 日 平成 25年 10月 26日 (土)～ 10月 29日 (火 )
。会 場 高知市をはじめ18市町村・広域連合              '
選手募集については、「第 26回全国健康福祉祭こうち大会の概要 (別紙資料

11)」 を参照されたい。また、できる限り多くの選手が参加できるよう管内関係

機関への周知について御協力いただきたい。

※ ねんりんピックよさこい高知2013ホームページアドレス
http://www.nenrin2013.pref.kochi.lg.jp/
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③ 今後の開催予定

第 26回 (平成 25年度) 高知県

第 27回 (平成26年度)栃 木県

第 28回 (平成 27年度) 山口県

第 29回 (平成 28年度) 長崎県

第 30回 (平成 29年度) 秋田県

第 31回 (平成 30年度) 富山県

第 32回 (平成 31年度以降)の開催地にちいては、来年度意向調査を行 う予定

としているので、未開催の自治体にあっては、開催について検討をお願いする。

また、開催が決定している自治体にあつては、今後、開催期 日等の内容を決定す

る際には、例年、介護支援専門員実務研修受講試験を 10月 の第 4日曜 日に実施 し

ていること等を勘案の上、日程等を調整されたい。
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(別紙資料 11)

〇 第 26回 ■筆 E‐I14建康 ネ冨■■Lぜ崇 こ う ただた会 υ"柳[―

選手の募集を行う種目を中心に記載したものであり、全国健康福祉祭全般の詳細については、月l途大会実行委

員会から送付される「開催要領」を参照願いたい。

1 会 期  平成 25年 10月 26日 (土)～ lo月 29日 (火 )

2 募集チーム数等
(1)スポーツ交流大会

*高知県の募集チーム数年は別途定める。

(2)ふれあいスポーツ交流大会

種 目 参加資格 数ムチ集募 等 参加費 募集方法

卓 球 60歳以上
チーム 8人以内
(監督 1、 選手 61男 3・ 女 31、 登録選手 8以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

1人
1,000円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

テ  ニ  ス 同   上
1チーム 9人以内
(監督 1、 選手 6[男 4・ 女 2]、 登録選手 8以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同  上 上同

ソ フ トテ ニ ス 同   上
1チーム 9人以内
(監督 1、 選手 61男 3・ 女 31、 登録選手 8以内)
各道府県・ 政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同 上 上同

ソフ トボール 同   上
1チーム 15人以内 ※チームは男性で編成
(監督 1、 選手 9、 登録選手 15以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同  上 上同

ゲートボール 同   上
1チーム 9人以内
(監督 1、 選手 61女 2～ 41、 登録選手 8以内)
各道府県・ 政令指定都市 :3チーム、都 :6チーム

同 上 上同

ペ タ ン ク 同   上

1チーム 4人以内
(監督 1、 選手 3[女 1以上、70歳以上男女問わず 1
以上l、 登録選手 4以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同  上 上同

ゴ  ル   フ 同   上
1チーム 3人
(ハンディキヤップ25以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

1人

1,000円
υl判胡0

上同

マ ラ ソ ン
60歳以上

各道府県・政令指定都市 :6人、
(3 km・ 5 km・ 1 0km  各 2人、

人
人

２

４

１

各

‥

ま

都

都
1人
l,000円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

―Jtt i申口印なし 別途定める 別途定める 公 募

弓 道 60歳以上

1チーム 8人以内
(監督 1、 選手 5[女 1以上、70歳以上男女問わず 1
以上l、 交替選手 2以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

円

人

，
０

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

剣 道 同   上
1チーム 8人以内
(監督 1、 選手 5、 交替選手 2以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同 上 同 上

種 目 参加資格 募 集 チ ム 数 等 参加費 募集方法

ド

フ

ン

レ

ウラ
ゴ

グ

・
60歳以上 各道府県・政令指定都市 :6人、都 :12人 1人

1,000円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

太  極  拳 60歳以上
1チーム 8人以内
(監督 1、 選手 6～ 7)
各道府県・政令指定都市 11テーム、都 :2チーム

同  上 同 上

ソフ トパレー
ボ  ー  ル 同   上

1チーム 9人以内
(監督 1、 選手 8[男女各 3以上]、 登録選手 8以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同 上 同 上
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種 目 参加資格 募 集 チ ム 数 等 参加費 募集 方 法

ウォークラリー

60歳以上
1チーム 5人
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

1人

1,I100円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

一般綿嘔なし 1チーム 3～ 5人 1人
500円

公 募

サ ッ カ ー 60歳以上
1チーム20人以内
(監督 1、 選手 11、 登録選手 19以内)
各都道府県・政令指定都市 :計 52チーム

1人

1,000円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

水 泳 同  上 各道
府県・政令指定都市 :8人 [男 4・ 女 41

都 :16人 [男 8・ 女 81 同 上 同 上

ボ ウ リ ン グ 同  上
1チーム 2人
(監督兼選手 1、 選手 1)
各都道府県・政令指定都市 :2チーム、都 4チーム

同 上 同 上

バウンドテニス 同  上
1チーム 8人以内
(監督 1、 選手 6[男 3・ 女 3〕 、登録選手 8以内)
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同 上 同 上

パ ー ク ゴル フ 同  上
1チーム 4人 [女 1人以上]
各道府県 ‐政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同  上 同 上

フィッシング 同  上 各都道府県・政令指定都市 :3人以内 同  上 同 上

種 目 参加資格 募 集 チ ム 数 等 参加費 募 集方 法

囲 碁 60歳以上
1チーム3人 〔男2・ 女 11

各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム
1人
‐

1,000円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

将 棋 同  上
1チーム 3人                ,
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

同 上 同 上

句″ト

募集句
●|1者 :∞

`以
上

―F J9■ 以上∞

`未瀾
ジュニア「

“

 ヽ中

`校
生、口学生

1人 2旬以内 (雑詠)

無 料
事前募集

当日句
制限なし

1人 2句以内 (嘱日) 当日募集

健康マージヤン 60歳以上
1チーム 4人以内
各道府県・政令指定都市 :1チーム、都 :2チーム

1人

:,OIXl円

各都道府県
・政令指定
都市の推薦

美  術  展 同  上
・日本画の部   ・洋画の部   ・書の部
・写真の部    ・彫刻の部   ・工芸の部 無 料 同 上

*高 知県の募集チーム数等は別途定める。

(3)福祉・生きがい関連イベント

ホ 高知県の募集チーム数等は別途定める。

3 参加申込
平成 25年 6月 1日 (土 )から6月 28日 (金)の期間に、各都道府県・政令指定都市の所管部局又は明る
い長寿社会づくり推進機構等を通じて大会実行委員会へ申し込むこと。 (別途、開催要領で定める。)

* 俳旬の募集旬については、平成 25年 4月 1日 (月 )か ら5月 31日 (金 )までである。
ホ 美術展については、平成 25年 5月 13日 (月 )か ら6月 14日 (金)までである。

4 参 考
60歳以上 :昭和 29(1954)年 4月 1日 以前に生まれた人
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12.介 護サービス情報の公表制度について

(1)制度の活用について

介護サービス情報の公表システムについては、平成 18年度以降インターネット

等において、介護サービス事業所に係る情報を公表しているところであるが、シス

テム利用者にとつて、より「見やすく」「分かりやすく」「使いやすく」向上を図る

ため、平成 24年 10月 にシステムの見直しを行つたところであり、新システム導

入後のアクセス数は以下のとおりとなっている。

[層ξ渾1黒「1117富警罫 ili£ご首鳳 ]

当該情報は、これから介護サービスを利用 しようと考えている高齢者やその家族

にとって参考となる情報であるとともに、事業所が自らの取組を紹介できる場でも

ある。 このため、各都道府県においては、各介護サービス事業所に対 し、当該シス

テムの積極的な活用を促 していただくようお願 したい。

なお、システムの機能改修については、新システムに常設された国民からのアン

ケー ト等を踏まえ、鋭意、充実 。改善を図っていく予定である。

(2)制度の広報について

当該制度は、地域住民が自らの身の回 りに、どのような介護サービスがどれだけ

あるかを知ることができる重要な情報源であるため、各都道府県においては、でき

るだけ多 くの方に認知いただけるよう引き続き積極的な広報をお願いしたい。

また、広報にあたつては、国において作成したパンフレット (別紙資料 12-1)

を地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、多くの高齢者が利用する公共施設

等に設置するなど、適宜ご活用いただきたい。
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(3)新たなサービスに係る報告及び調査の実施について

平成 24年度に創設された定期巡回 。随時対応型訪問介護看護及び複合型サービ

ス (以下、「新サー ビス」とい う。)については、平成 25年度以降、事業所からの

報告を開始する予定である。

既報のとおり、新サービスの具体的な公表項 目については、関係省令を改正の上、

通知 (「介護サービス情報公表制度の施行について」 (平成18年 3月 31日 老振発第033

1007号老健局振興課長通知)を改正 しお示 しすることとしている。

これを踏まえ、平成 25年度早々に必要なシステム改修を行い、準備が整い次第、

新サービスの事業所から都道府県への報告及びインターネッ ト等での公表を開始す

る予定である。

なお、これに伴い、新サービスに係る訪問調査の実施についても、都道府県が策

定 している調査の指針に基づき開始されるが、調査の実施には都道府県が新サービ

スの調査に係る調査員の養成及び確保が必要 となる。調査員の養成等にかかる詳細

については別途連絡する。

(4)ガイ ドラインを踏まえた調査の実施について

改正介護保険法における附帯決議を踏まえ、国は都道府県が実施する調査のガイ

ドライン (別紙資料 12-2)を 策定 し、これに基づき都道府県は調査の指針を策

定し、調査を実施することとなったところである。

各都道府県の指針の策定状況については、別紙資料 12-3の とお りであるが、

未だ指針を策定 していない県については、調査の実施に支障が生 じぬよう速やかに

策定するとともに、その他の都道府県においても、公表されている情報の正確さを

確保するため、引き続き適正な調査の実施に努めていただくようお願いしたい。
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抑颯釈剥趾



椰鱚
▲親しみやすいイラストで・見てわかる画面

｀
は。

▲事業所情報が整理されているので読みやすい。

導シンプルな画面構成

奪見やすい配色

⑬地図、ポタン、アイコン等を多く使用

輻地図から地域の介護サービス事業所を検索

機「利用目的別」色分けで見やすいサービス

検索画面

0お気に入りの介護サービス事業所をかんた
んに登録

場事業所情報を内容別に表示

機全体の状況が一日で把握できるレーダ…

チャートの新設

●事業所の特色ベージの新設

A簡単な操作でラクラク検索。地図表示もできます。

-394-

●介護保険制度のしくみを解説



「介護サービス情報の公表」制度における調査に関する指針策定のガイドライン
平成24年3月 13日 厚生労働省老健局振興課長通知

※都道府県は、これを参酌して、調査指針を定める

‐‐
∞
Ｏ
Ｏ
Ｉ

I 調査が必要と考えられる事項
A調 査を実施すべきと考えられる事項
0新規申請時又は新規指定時
(調査項目の例 )

新規申請時に調査することが必要と判断される項目を中心に

調査

O新規申請又は新規指定時から一定期間 (毎年実施 )
(一定期間の例 )
新規申請から3年間は毎年実施
(調査項目の例 )
運営情報の項目を中心に調査

O事業者自ら調査を希望する場合
(調査項目の例 )
事業者の希望に応じ、全ての項目若しくは運営情報を調査

※ 公表システムにおいて、自主的に調査を受けた事業所
であることを明示し公表する。

B地 域の実情に応じて、調査を実施するものと考えられる事項
O更新申請時
(調査項目の例 )

更新申請時に調査することが必要と判断される項目を中心に

調査

O調査による修正項目の割合に応じ実施
(調査実施の例 )
・修正項 目の割合が一定以上の場合には、次年度も調査を

実施
・修正項目の割合に応じ調査頻度を設定し実施

○一定年数毎に実施

(調査間隔の例 )
2年ごとに調査

○報告内容に虚偽が疑われる場合

(調査方法等の例)疑いのある項目を中心に調査
(状況に応じ指導又は監査と連携し調査 )

○公表内容について、利用者等から通報があった場合

(調査方法等の例)通報があつた項目を中心に調査
(状況に応じ指導又は監査と連携し調査 )

〇実地指導と同時実施

(調査方法等の例)実地指導の内容を考慮のうえ、連携し調査
○状況に応じて、調査する項目を選定して実施

○その他必要に応じて実施する場合

(調査方法等の例)食中毒や感染症の発生、火災等の問題が
生じた場合に、必要な項目について管内の
事業所を調査

（湮
甫
ｎ
華
二
Ｎ
Ｉ
じ

Ⅲ 他制度等との連携等より効率的に実施すること
が可能と考えられる事項



(別紙資料 12-3)

介護サービス情報の公表制度 調査指針の策定状況について
(平成25年 1月時点)

1.調査指針の策定

策定済 未策定

44

2.調査の実施について (指針策定済 (44都道県)の状況)

■調査が必要と考えられる事項

■調査を行わ7raい /‐3どの配慮をすることが適当と考えられる事項

第二者:甲価などが行わ
れている場合

1事業所において複数
サービスを案樋してい
る場合

17 7

3.手数料の徴収について (47都道府県の予定)

■公表手数料

徴収する 徴IIRしない

38

■調査手数料

徴収する 徴収しない

14 33

鵬査を実施すべきと彗えられる事項 地域の実情に癒して、膊査を実施するものときえられる事項

新規中請時又は
新規指定時

新規申請又1ま新規指定
時から一定期間

事業所自ら調査を希望
する場合

指定の更新申請時
調菫による修正項目の
1蛤に応1ン実施

一定年数ごとに実施

6 29 6 0 8

口他市」度等との連携等により効率的に実施することが可能と者えられる事項

報告内容に虚偽/Jl疑わ
れる場合

公表内容について.利
用者薔から層報があつ

た場合

案地指導と
同lll実施

状況に応して、80査す
る項目を選定 して実施

その他必要に癒 して実

施する場合

“

25 9 5 18
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13.地 方分権における義務付け ,枠付けの見直しについて

(1)地方分権における義務付け・枠付けの更なる見直しについて

昨年度、閣議決定された「義務付け 。枠付けの更なる見直しについて」 (平成23年 11

月29日 閣議決定)において、現在厚生労働省令等で定められている居宅介護支援及び

介護予防支援並びに地域包括支援センターに係る基準を都道府県及び市町村の条例に

委任することとされている。

これ らの見直 しに係る法案が今国会に提出される予定であるので、その内容等につ

いては留意いただくようにお願いしたい。

1義務付け 。枠付けの更なる見直しについて (平成23年 11月 29日 閣議決定)男」紙 (抄)】

1 地方からの提言等に係る事項

(4)介護保険法 (平 9法 123)

。 指定居宅介護支援事業者及び指定介護予防支援事業者が有する従業者の員数に関す

る基準 (81条 1項、115条の24第 1項)並びに支援の事業の運営に関する基準及び介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 (81条 2項、115条の24第 2項)を、

条例 (制定主体は、指定居宅介護支援事業者の基準については都道府県、指定都市及

び中核市、指定介護予防支援事業者の基準については市町村)に委任する。

条例制定の基準については、介護支援専F5員等の従業者の資格に関する基準に係る

規定、配置する従業者の員数に関する基準に係る規定並びに利用者及びその家族に対

する人権侵害の防止等に係る規定は「従 うべき基準」とし、その他の運営に関する基

準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に係る規定は 「参酌すべき

基準」 とする。

・ 地域包括支援センターの包括的支援事業を実施するために必要なものに関する基準

(115条の45第 4項)を、条例 (制定主体は、市町村)に委任する。

条例制定の基準については、保健師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置

する職員の員数に関する基準に係る規定は 「従 うべき基準」とし、その他の基準に係

る規定は 「参酌すべき基準」 とする。
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(2)義務付け・枠付けの見直 しに係る施行調査について

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律 (平成23年法律第37号 )」 及び「介護サービスの基盤強化のための介護保険

等の一部を改正する法律 (平成23年法律第72号 )」 において、介護保険法の改正がなさ

れ、従来厚生労働省令で定めることとされていた介護保険サービスの指定基準につい

ては、法の施行の日から起算して 1年を超えない期間内に各自治体において条例制定

することとされている。

また、「規制 。制度改革に係る追加方針」(平成23年 7月 22日 閣議決定)において、「地

域における包括的サービスにおける事業者間連携の柔軟化」及び「ショートステイに

係る基準の見直し」が事項として挙げられており、これらに関して法律の「施行状況

について検証する」とされている。これについては、平成25年 2月 12日 付け事務連絡

において、各自治体において制定された条例の内容、条例制定に際して寄せられた意

見等について、情報提供の協力をお願いしている。御多忙の折であるが、御協力のほ

どよろしくお願いしたい。

各自治体から寄せられた情報については、取りまとめた上で、今後必要に応じて情

報提供等を行つていく予定としている。今後も、関係法令及び条例の円滑な施行に特

段の配意を図られたい。

【規制・制度改革に係る追加方針 (平成23年 7月 22日 閣議決定)】

ライフイノベーション分野

⑤地域における包括的サービスにおける事業者間連携の柔軟化

法人格を持たない民法上の組合や有限責任事業組合による事業の実施について

は、地域主権戦略大綱 (平成22年 6月 22日 閣議決定)に基づき、今国会で成立した

「介護サー ビスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」において、

申請者の法人格の有無に関する基準が 「従 うべき基準」とされたところであり、本

法の施行状況について検証する。 (平成23年度以降検討 )
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⑥ショートステイに係る基準の見直し

単独型のショートステイ (短期入所生活介護、短期入所療養介護)については、

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律 (平成23年法律第37号 )」 において、利用定員数は「標準」とされ、

人員置基準は「従うべき基準」とされたところであり、その施行状況について検証

する。(平成23年度以降検討)
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